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    ◎開議の宣告 

○議長（酒井久和君） 皆さんおはようございます。 

 ただいまの出席議員は14人であります。定足数に達しておりますので、これより本日の会議

を開きます。 

 本日の議事日程は、あらかじめお手元に配付したとおりであります。 

（午前 ９時３０分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

    ◎議案に対する質疑 

○議長（酒井久和君） 日程第１、議案に対する質疑を行います。 

 質疑は、大口町議会会議規則第54条の規定により、同一議員につき、同一議題について３回

までとなっておりますので、御了承を願います。 

 なお、質疑、答弁とも簡潔・明瞭にお願いいたしまして、議事運営に格別の御協力を賜りま

すようお願いをいたします。 

 議案第６号 大口町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正について、質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） お医者さんの関係なんですけれども、人数割額ですけれども、内科と眼

科と耳鼻科は、これ240円ですか、減額になっていると思うんですけれども、これはどういう

ことなんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 吉田議員さんの御質問にお答えさせていただきます。 

 校医、園医の報酬の件だと思いますが、こちらにつきましては、本年の２月１日に医師会と

２市２町で、江南市、犬山市、大口町、扶桑町と医師会で協議をさせていただきまして、平成

22年、23年度において、三つのワクチンの予防接種の健康事業費の増額、さらには財政事情等

考慮いただきまして、校医、園医の報酬を下げていただくということで了承をいただきました。 

 なお、人員割につきましては、おおむね２割を下げていただき、さらには園医内の乳幼児加

算は根拠がございませんので、廃止をさせていただいたということでございます。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 一般的な話なんですけれども、例えば小児科等の場合ですと、小さい子
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供ほど診察するには手がかかるということがあると思うんですけれども、そこら辺のところと

いうのは考慮されなかったんですか。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 手がかかるということは、当然承知をしておりますけど、

金額が下がるということで、その辺についてお医者さんの方からやり方が変わるということは

ございませんので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第６号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第７号 大口町職員の給与に関する条例の一部改正について、質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） この改正によって、例えば休職という制度があると思うんですけれども、

結核に伴う休職とまたそのほかの休職とは扱いが違っておったと思うんですけれども、そこら

辺の関係というのはどういうふうになるんですか。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 吉田議員の御質問にお答えいたします。 

 現実、結核にかかられる方は、今非常に少なくなっているという中で、休職の制度はかなり

見直しをされてきまして、その中で特別この結核に関して１年という期間を設けなくても、今、

議員御指摘の休職の制度の中で十分対応がしていけるということ。それから、民間企業等にお

いて、結核の場合のみ１年という特例を設けているところはほとんどないということで、今回

そのあたりを見直しをされたというふうに解釈しております。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 休職の期間というのは、多分２年ぐらいになるんじゃないかなと思うん

ですけど、大体。結核の場合については、それにプラス１年加算されていると思うんですけれ

ども、今、結核の人は少なくなってきていると言われましたけれども、逆に今、結核というの

はふえているんじゃないですか。保健センターどうですか。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 申しわけございません。 

 ちょっと、数字的にはつかんでおりませんので、後からでもよろしいでしょうか。 
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（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 私は、結核の患者というのは、新聞等々で見させていただくと、今は逆

にふえているというようなことも私は聞いているわけですけれども、ただ、医療そのものが進

んでいる関係で、重症化する人というのが少なくなっているのかもしれませんけれども、しか

しそれで命を落とされる人もあるにはあるというふうに私は聞いているわけですけれども、そ

の休職できる期間というのが、短い方がいいのか、長い方がいいのかと言われれば、私はそれ

までの職務等々に精通されている方ですので、なるだけ休職期間が済んだからといって退職に

追い込まれるというようなことがあっては私はならないというふうに思うんですね。 

 ですから、そういう意味では、今の休職期間の２年というのが妥当なのかどうなのか。例え

ば、今民間企業等々でも、休職ではない、結婚して退職するんだけれども、しかし、７年後で

も８年後でも復帰してきてもいいですよというような企業も逆に今ふえているじゃないですか。

だから、私はそういう意味では、ここら辺の休職期間というものというのは、これ結核だけの

ことではないと思うんですけれども、逆に短くするようなことではなくて、今は休職期間とい

うのは長くする方向に大企業ほど私はあるんじゃないかなというふうに思うんです。 

 ですから、ここで何も結核について１年上乗せしてあるものを、何もここで短くする必要は

何にもないんじゃないかなというふうに私は逆に思うんですよ。むしろもっと長くしていく。

もっといろんな事由を休職期間の中に設けて、結婚して、例えば子育てして、もうやめざるを

得ないだとか、介護でやめざるを得ないだとか、しかしその介護期間とか子育て期間が済んだ

後、また休職から復帰できるような、やっぱりそういう制度が今求められているんじゃないか

なあというふうに思うんですけれども、そこら辺はどういうふうに考えてみえるんですか。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） まず、今議員御指摘の点でありますけれど、休職期間ですが、

病気休暇、それ等の休暇の関係ございますので、一様に期間ということはありませんけれども、

おおむね３年かなというふうに考えます。 

 それから、この件に関しましては、先ほど最初にお話しをいたしましたように、結核という

ことで特段、最初この法律ができた当時は、結核ということで特別扱いしておったんですけれ

ど、現行の休職の制度の中で、本当に治療に期間が必要な方はそこの中で対処がしていけると

いうことでの改正というふうに受けとめております。あと、労働環境、特別休暇等の関係です

けれど、今、実際見直しがされております。これは、さまざまな事例が出てきておりますので、

その事例ごとに国民の皆様から批判がない中で、かつ職員の方がより働きやすい状況の整備を

していくという形に見直しをされておりますので、そういったものを見ながら、これも国に準
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拠した形でできるだけ見直しをしていきたいというふうに考えておりますので、御理解をお願

いいたします。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第７号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第８号 大口町国民健康保険税条例の一部改正について、質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） １世帯当たり、幾らの引き上げになるんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 今回の税率改正によりまして、国保税の金額が幾らぐらい引き

上がるかという御質問でありますけれども、現在の世帯数と所得で試算をしたところで申し上

げますと、約でございますけど、医療分で800円程度、それから支援金分で2,800円程度、それ

から介護分で3,500円程度になります。全体にしますと、退職分とかも含めますので、総合い

たしまして１世帯当たり約5,300円ほどの引き上げになるのではないかと考えています。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） あと、聞いておきたいのが、地方税法の改正が今後行われるという予測

のもとで、今の第２条の部分ですか、既にその限度額が４万円上がっている部分については第

１条のところに書いてあるわけですけれども、第２条のところでは、地方税法の改正がまだこ

れから行われるであろうということで、そういうもとで値上げをするということが書かれてい

るわけですけれども、これは一体、法律も改正されていない中で、何を根拠にその引き上げを

するということになるんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 今回の限度額の改正につきましては、22年度分から既に引き上

げされている部分で、医療分、支援分合わせて４万円。それから、23年度の改正予定のものが

医療分、支援分、介護分合わせて４万円でございますけれども、23年度の予定分を今回提案を

させていただいておる部分でございますけれども、これにつきましては23年度の国の税制改正

大綱が昨年の12月16日に閣議決定で決まっております。国の方針として明らかになっておるわ

けでございますけれども、賦課限度額の改正につきましては、地方税法施行令の第56条の88の

２に規定をされておりまして、法律改正ではなくて施行令という部分でありますので、今回国
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の方で法律改正が審議されておりまして、通過する見込みが危ぶまれておりますけれども、こ

の法律改正が通らなくても国の方としましては、施行令の改正を行うということで情報が来て

おります。県の方の医務国保課も通じまして情報を聞いておりますけれども、法律の改正がな

くても施行令の方は改正するんだよということでありますので、今回、一度に23年度の改正予

定分を含めまして条例改正の方を提案させていただいております。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 施行令というのは、どうしても守らなくちゃいけないものなんですか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 施行令で規定してありますのは、上限金額でありますので、必

ずこれを守らなければならないということではございませんけれども、国保の23年度の予算編

成をするに当たりまして、資金不足となるということでありますので、限度額を含めて税率の

改正をさせていただいて、その上で予算編成ができたという状況でありますので、限度額の引

き上げをしなければ予算が不足するということになりますので、今回その予定分を含めて改正

をさせていただくということでございます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） まず、今回の引き上げに伴って、国保税の増収は一体どの程度見込まれ

るのか。 

 それから、積立金は現状どれだけあって、新年度予算にもかかわりますけれども、どれだけ

分を取り崩しながら工夫をされておられるというような状況を、少し説明を願いたいと思いま

す。それから、政府の方は一般会計からの国保会計に対する繰り入れをやるなというような通

達を出したというふうに聞いておりますけれども、その内容等について御説明をいただきたい

というふうに思います。 

 それから、一般会計から現状繰り入れている内容でありますけれども、当然、法定減免分、

あるいは出産育児一時金とか葬祭費とか、そういう法定分、それからそれ以外のいわゆる一般

会計からの繰入金、これらの構成はどうなっているのか御説明がいただきたいと思います。 

 それから、国が50％から25％に国庫補助率を半減させているというひどい状況があるわけで

すけれども、大口町に対しては国庫負担金が３億6,000万円、これがもとの50％なら７億2,000

万円ということで、国保税を大変大きく引き下げることができるわけですけれども、一体国は

50％から25％に引き下げたことによって、総額どれほど負担が少なくなっているのか、わかっ
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たら、わからなかったらまた後で教えてください。 

 それから、愛知県です。愛知県もこの10年ほどの間に大幅に市町村国保に対する負担金を減

らしているというふうに我々は受けとめているわけですけれども、県の市町村に対する負担金

というのはこの10年ほどの間にどのように変化しているのか、これも私どもの情報が正しいの

かどうなのか、確認することも含めての質問ですので、今すぐわからなかったら後で結構です

がお願いします。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 田中議員さんの御質問にお答えいたします。 

 まず１点目の御質問で、今回の税率改正によって増収がどれだけなのかということでござい

ますけれども、大まかな試算で申し上げますと、今回23年度予算編成するに当たりまして、約

4,500万円の資金不足が生じたわけですけれども、そのうち税率改正でお願いする部分は３分

の１の1,500万程度ということで、約1,500万の増収になってくるかと思います。 

 それから、積立金の状況でございますけれども、ここの財政調整基金の額のことだと思いま

すけれども、これにつきましては、現在約6,700万円ほどの残高がありまして、23年度の予算

の中で1,500万を取り崩して税収不足分に充てていきたいというふうに考えております。 

 それから、その他一般会計に対する繰り入れをしないようにということで、国の通達がされ

たという御質問でありますけれども、これにつきましては新たな高齢者の医療制度に関する検

討がなされたところで、25年度を目標にしまして今の後期高齢者医療を廃止して、国保に統合

していくという予定がされておりますけれども、そうする中で国保は都道府県に統一、市町村

ごとの単位から、財政運営を都道府県に統一するということで方針が出されておりますけれど

も、そうした統一運営がされることも視野に入れまして、各市町で繰入金が膨大な額に現在な

っておりますけれども、それがそのまま引きずって都道府県で統一をすることがかなり問題が

あるということで、25年度のスタートまでに繰入金をなくすというような方針が出されている

ところであるというふうに考えております。 

 それから、国保の一般会計からの繰入金、法定分の割合というふうな御質問であったかと思

いますけれども、金額で申し上げますけれども、23年度の予算書を見ていただければわかるか

と思いますけれども、法定で繰り入れが法定化されておるものにつきましては、保険基盤安定

繰入金ということで、保険税の軽減分としまして4,400万円、それから保険基盤安定繰入金の

保険者支援分ということで1,100万円、合わせて5,500万円。それから、出産育児一時金の３分

の２ということで820万円。それから財政安定化支援事業繰入金、これにつきましては高齢者

の割合が高いことなどによる影響を勘案して繰り入れるものでありますけれども、これが700

万円。以上が法定で定められた繰入金でございます。 
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 それから、国の負担分の減額されている分の影響がどれだけかという御質問でありますけれ

ども、これについてはちょっと正確なものは、どういった数字をお出ししていいのか、ちょっ

と今見当がつきませんので、わかればまた後ほどお答えをさせていただきます。 

 それから、県の負担分でありますけれども、県の負担分とおっしゃるのは、都道府県の財政

調整交付金が法定では６％、療養給付費に対して負担があるわけですけれども、これ以外の部

分の補助金でいただける部分でありますけれども、そちらの質問かと思いますけれども、そち

らの方につきましては来年度の金額が60万ということで、年々少なくなってきておりますけれ

ども、19年度に83万円、それから20年度の金額が約80万円ですね。それから21年度が55万円と

いうことで、年々減ってきておりますので、そのあたりから来年度は60万円あたりではないか

というふうに見込んでおります。 

 以上でございます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第８号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第９号 大口町国民健康保険条例の一部改正について、質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 議案に関連するんですけれども、70歳から74歳の人の医療費の自己負担

の割合ですけれども、これは４月からどうなるんですか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 高齢受給者の自己負担の件でございますけれども、２割負担に

引き上げるということが予定されておりまして、毎年、年度末になりましてそれの引き上げを

据え置くということで、今年度も12月の補正で一部補正予算をお願いした部分がありますけれ

ども、国におきましても補正予算で来年度分は対応されているというふうに聞いておりますの

で、来年度につきましては１割負担のまま据え置かれるというふうに理解しております。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第９号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第10号 大口町精神障害者医療費支給条例の一部改正について、質疑に入りま

す。 

 ありませんか。 
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（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 新年度からということで聞いていましたので、４月から実現かなと思っ

たら、７月からだということで、なぜこれ４月からできないんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 今回条例改正でお願いする部分は、精神障害者保健福祉手帳の

１級、２級の方が全疾病に対応するよという規定を改正するわけでございますけれども、その

ほかのところで受給者証の様式とか規則で定める部分がございます。 

 それから、全疾病の助成を改正するに当たりまして、医療機関等の調整も必要になってまい

ります。そのほか事務的ないろんな受給者証の再交付とか、そういったものの準備もございま

す。そうしたことから３ヵ月ほど余裕をいただきたいということで、７月にさせていただくと

いうことでございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 近隣でも、今回全疾病を対象に医療費を助成するという話は聞いている

わけですけれども、扶桑町もそうですけれども、扶桑町も７月からやるんですか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 扶桑町は、ことしの１月から既に開始をされているというふう

に聞いております。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） たしか９月にやるという話になって、すぐにやられたんでしょうね。そ

ういう点では、準備とかそういうのができれば４月からできたということだったんですね。わ

かりました。 

 あと、これ現物給付なんですか、償還払いなんですか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 手帳の１級、２級の所持をしてみえる方につきましては、受給

者証を発行しまして医療機関で提示をしていただければ現物給付ということで、窓口での助成

を受けられるというふうになります。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第10号の質疑を終了いたします。 
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 続いて、議案第11号 大口町健康文化センターの設置、管理及び運営に関する条例の一部改

正について、質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 適応指導教室というのは、２階に移すということだそうですけど、どこ

に移るんですか。 

○議長（酒井久和君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（近藤孝文君） ２階の大口町地域包括支援センターの跡地に移ります。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 今、何人ぐらいのお子さんが通ってらっしゃるんですか。 

○議長（酒井久和君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（近藤孝文君） 現在、登録していただいておるのは７名の方です。小学生が３

名、中学生が４名。うち、小学生につきましては、現在のところ、都合により通室、登校して

きていただいていないという状況にあります。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） ７人の登録だと、その場所というのは狭くないですか。 

○議長（酒井久和君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（近藤孝文君） 私どもも、この部屋が狭いなあということは学校教育課の中で

共有して検討してきております。 

 平成14年４月１日に開校し、当時は二、三名だったと思いますけど、その部屋で十分かなと

いうことで開校しました。平成22年末までの間、私たちが抱える施設、例えば中央公民館、そ

れから野外活動センターの管理室、それから総合運動場の２階の管理室等を検討させていただ

きましたけど、中央公民館につきましてはこれ以上部屋をつぶすことは難しいという結論に達

し、現在の場所がたまたま健康福祉部を通じ入手し、早速福祉部と協議・調整させていただき、

快諾をしていただいて現在に至っております。 

 なお、部屋の設置する基本的な考え方としては、人との交流ができる場所ということを前提

に置いておりますので、今回の健康文化センターというのは適切な場所かなと思っております。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議長（酒井久和君） これをもって、議案第11号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第12号 平成22年度大口町一般会計補正予算（第８号）の質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） ９ページの延長保育料の追加が50万円ございますけれども、延長保育の

利用状況と保育料の追加の関係を御説明いただきたいと思います。 

 11ページの子ども手当費の負担金の減、5,294万8,000円と大変大きな額であります。見込み

違いだということでありますけれども、どういう見込み違いをやったのか、御説明がいただき

たいと思います。 

 それから、41ページの社会福祉協議会の補助金441万5,000円、職員が途中退職したからとい

う御説明がありましたけれども、途中退職したら、補充などしなくて社会福祉協議会は困って

いないのか、その辺のところを御説明いただきたいと思います。 

 それから、77ページのリフレッシュリゾート施設の利用助成金の追加110万円でありますけ

れども、利用者が多いから追加をしたのかというふうに思いますけれども、いろんな補助金と

いいますか、助成がありますけれども、予算のある限りというようなこともよく言われますけ

れども、これはなぜ追加ということの措置をされたんでしょうか。 

 以上です。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） 田中議員から、まず子ども手当の減額ということで、提案説

明でありましたように見込み違いということで大変申しわけございませんでした。 

 見込み違いの内容ということですが、児童手当から子ども手当になるに当たりまして、新た

に対象になる人数を計算する折に、まず新たに対象になるのが旧来の児童手当をもらっていて、

所得オーバーでもらっていなかった人の人数、それから中学生の人数、これを新たに積算する

必要があったんですが、それぞれ所得オーバーの人数、それから中学生の人数の積算に、少し

過大に見積もってしまったという形でございます。まことに申しわけございませんでした。 

 それから、社会福祉協議会の補助金の減ということで、説明にもありますように８月で男性

職員が１名退職をいたしました。その時点でその後任という形で、るる協議をいたしましたが、

いかんせん年度の途中ということもありまして、後任の人選にあたりまして、やはり４月とい

う年度当初に採用した方が、よりよい人材を幅広く集められるんではないかというふうに思い

まして、残りの半年を現況の人員の中で何とかやりくりするという判断のもとに、すぐに対応

せずに、この４月に新たに採用するという判断で途中採用は見合わせたという状況でございま
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す。以上です。 

○議長（酒井久和君） 保育長。 

○保育長（中野幸子君） 田中一成さんの質問は、延長利用者何人ぐらいかということの質問だ

ったと思います。 

 南保育園123人に対して54名、これは２月現在の人数です。中保育園152人のうち43人が利用

しております。西保育園188人のうち、77名が利用しております。北保育園が128名中51名が利

用しております。パーセントとしましては、南保育園が43.9％、中保育園が28.3％、西保育園

が40.9％、北保育園が39.8％利用しております。以上です。 

○議長（酒井久和君） 生涯教育部参事。 

○生涯教育部参事兼生涯学習課長（松浦文雄君） 田中議員さんより、リフレッシュ・リゾート

事業についてお伺いいただきました。 

 今回の補正額につきましては、昨年も最終の締めのところで金額に不足を生じましたので、

最後のときに流用で対応させていただいております。現在、当初予算が495万でありましたけ

ど、既に１月末の金額の請求書を見ましたところ400万を超えている状況で、さらに利用者数

がふえるという試算をできましたので、補正額として２月、３月分の110万円を補正させてい

ただきました。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） リフレッシュ・リゾートのどういう使い方、泊まりもありますし、日帰

りもありますし、それからいろんなところがありますけれども、それらというのは大体どんな

ふうな状況になっていますか。 

○議長（酒井久和君） 生涯教育部参事。 

○生涯教育部参事兼生涯学習課長（松浦文雄君） 宿泊と日帰りがございますけど、宿泊関係は、

これまでの統計上で六十二、三％を超えております。その中で38％ぐらいが日帰りの状況で実

施されております。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 日間賀島とか下呂とかいろいろありますけれども、どういうところが人

気があるんですかね、利用は。 

○議長（酒井久和君） 生涯教育部参事。 

○生涯教育部参事兼生涯学習課長（松浦文雄君） 宿泊で一番人気があるところは日間賀島で、

これは21年度のデータですけど540名ほど。その次に下呂温泉で470。昼神が３番手で380と。 



－７２－ 

 日帰りの関係では、犬山温泉がほとんどを占めているという内容です。あとは、昼神、日間

賀、下呂温泉については数十名程度という内容になっております。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 齊木一三議員。 

○１０番（齊木一三君） 63ページの災害対策事業、ここの中の負担金補助及び交付金、補助金

ということで、防災対策減ということが出ております。これはたしか家具転倒防止とか災害の

ときの補助金だと思うんですが、これほとんど使われていないような気がするんですが、これ

何名ぐらいの申し込みがあったんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） この22年度から新規で予算化をさせていただきました防災対策

補助金でございますが、３月１日時点で２件の申請となっております。それで、100万円の当

初予算でしたので、90万円減額させていただいたというところでございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 齊木一三議員。 

○１０番（齊木一三君） ２件だったというようなお話ですが、昨今、そういう地震だとかいろ

んなことでいろんなことが言われております。こうした補助金をつけていただく以上、いろん

な啓発していただいて、もっと利用していただくと、そういうことが私必要じゃないかと思う

んですが、今回また新年度で40万ほどつけていただいております。ぜひ、こういうことに関し

て、いろんなことで皆さんに周知していただきたい。できるだけ使っていただくと、こんなよ

うなことでまたお願いしておきたいんですが、かなりこれ私見た限りでは、もう本当に100万

円ついていて90万円も減額されているということは、ほとんど使われていないということに等

しいもんですから、ぜひ一つ、まずＰＲ、啓発活動よろしくお願いします。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） ありがとうございます。 

 ことし、新年度から広報紙、あるいは広報無線、あるいは私どものかかわる会議とかで啓発

してまいったわけですが、残念ながらこのような結果となりました。新年度に向けましては、

そういった転倒防止器具を扱うような業者の方にも周知したいなと、そのように考えておりま

す。よろしくお願いします。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 自分に関係のない委員会のところを中心に聞きますけれども、まず９ペ
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ージのところに個人町民税の滞納繰越分で収入がふえたということで、1,050万円。それから

同様に滞納繰越分で固定資産税が1,100万円。それから17ページのところで、町税延滞金の追

加で710万円というふうにあるわけですけれども、これらは税の関係になるわけですが、これ

はどうやって、どういうことでこの滞納繰越分を回収することができたのか、ぜひ伺っておき

たいというふうに思います。 

 それから27ページですけれども、駐輪場の改修に関連して、これは役場の駐輪場のことなん

ですけれども、柏森駅前にも町の駐輪場がありますけれども、新しくできた方ですけれども、

新しくできたといっても何年もたつわけですが、こっちの方、出入り口のわきのところが、ま

だ自転車がとめられそうだなと思うようなところがあるんですけれども、そこはとめてはいけ

ませんといって看板がやってあるんですね。たしかあれができたときに、ここは68台分とめら

れるというような話をあそこで私は聞いた覚えがあるわけですけれども、入り口のところ、駐

輪機をもう少し設ければ、もっと台数をふやすことができるんじゃないでしょうか。そういう

つもりはないんですか。 

 それから、27ページの町の中型バス、これに関連するんですけれども、もっと借りやすくで

きないんでしょうかね。何か町の代表だとか、そういうことでどこか行くということなら貸し

ますけれども、それ以外は貸せませんよというようなことなんですけれども、例えば町へ団体

登録をしてあれば、その使用理由にかかわらず貸してもらえるというような形にはならないん

でしょうか。私は、ぜひそうしていただきたいというふうに思います。 

 それから、29ページのところにあいち電子自治体推進協議会というのがあるんですけれども、

これ平成23年度の新年度の予算では428万9,000円。以前と比べると、若干金額は減りましたけ

れども、この電子自治体を推進しているわけですけれども、以前聞いたときには、これに基づ

く申請件数はほとんどないというような話だったんですけれども、今はどうなんでしょうか。 

 それから、39ページの国勢調査ですけれども、これ正確な調査が、大正時代から国勢調査と

いうのはやられているんですね。私も記念切手持っておるんですけれども、今回は郵送で回答

してもいいというような形に変わりましたけれども、これ郵送をお願いした世帯というのは全

部回収できたんでしょうか。正確な調査というのは、これまでずうっと求められてきて、私も

職員の時代のときにこれを回収するのに非常に大変だった覚えがあるわけですけれども、そこ

ら辺の御苦労を解消したわけですけれども、しかし郵送でということでその結果はどうだった

んでしょうか。 

 それから、ちょっと飛ばして51ページですけれども、資源ごみ、これに関連するんですけれ

ども、助成金が△の95万円ということで減っているわけですけれども、今、紙や金属というの

は値上がりしているんですよね。私もこの間、新聞紙や段ボールを紙屋さんにたくさん持って
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いったんですけれども、以前は段ボールも新聞紙も５円だったんだけれども、この間持ってい

ったら７円で取ってくれたんです。ですから、値上がりしておるんですけれども、なぜこれは

助成金が減ってしまうのか、ちょっとわかりませんので教えてください。 

 それから、ちょっと飛ばしますけど、緊急保証制度というのが57ページにあるんですけれど

も、これ商工費の中で融資ができる制度ですけれども、この緊急保証制度というのは、これま

でに何件の人が利用できて、何万円の融資がこの制度によってなされたんでしょうか。特に、

この平成22年度ですね。あと、これというのは100％県の信用保証協会が保証する融資じゃな

いかなというふうに私は思っておったんですけれども、そこら辺はどうなんでしょうか。それ

から、金融機関があんたのところには貸せんよというようなケースというのはなかったんでし

ょうか。それからもう一つ、税の滞納を理由に、町の方で税の関係は調べるわけですけれども、

税の滞納を理由に書類を上げていかないというようなケースはなかったんでしょうか。それか

ら最後ですけれども、ここの項目の。減額するこの3,491万円で、あとどれぐらいの融資がま

だできるのか。それはどのくらいできるんでしょうかね。ちょっと教えていただきたいと思い

ます。 

 それから63ページの国民保護協議会というのがあるわけですけれども、一体この国民保護協

議会で何を話し合われてきたのかお教えいただきたいのと、それから耐震性貯水槽、この間南

小学校で起工式あったもんですから、見させていただきましたが、大きな穴が校庭にあいてい

ましたけれども、当然この耐震性貯水槽が撤去されたわけですので、そのかわりをどこかに設

けないといけないというふうに私は思うんですけれども、このかわりは一体どこに設けられる

んでしょうか。 

 それから教育の方なんですけれども、私少年野球で球拾いやっておる関係でいつも思うんで

すけれども、西小学校のクラブハウスの北側、それからバックネットの北側、ことしも大変い

ててぐちゃぐちゃになっている状況があります。自分たちでも砂を取ってきて砂を入れたりな

んかするわけですけれども、しかし土を入れかえて水はけをよくするしかないんじゃないだろ

うかという話も、一緒に少年野球やっている指導者の中でもそんな話も出てきているんですけ

れども、ぜひそうした整備もしていただきたいと思うんですけれどもいかがでしょうか。 

 それから、以前、私９月の決算のときに、帳票を見させていただいたんですけれども、運動

能力テストだとか、それから学力テストなど、これを処理している、要するに一目瞭然に電算

化して処理している会社なのか個人なのか、私ちょっとよくわからないんですけれども、これ

はずうっとそのところでやっておられるということも伺ったんですけれども、これは随意契約

なんでしょうか。 

 それから、あと69ページに小学校費、中学校費がそれ以降あるわけですけれども、これに関
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連するんですけれども、給食費が半額になったけれども払っていない、払えない世帯というの

は、やっぱりまだあるんでしょうか。もし、払えない、払っていない、そういう世帯がある場

合、一体だれがその払えない部分の徴収に行かれるんでしょうか。ちょっとそこを教えてくだ

さい。 

 以上です。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） 吉田議員から、９ページ、町税のうちの個人の滞納繰越分の1,050

万、それから固定資産税の滞納繰越分が1,100万。それから17ページ、中段になりますが、諸

収入のうち延滞金が710万円、それぞれふえていると。どうやってふやしたという御質問をい

ただきました。 

 従来から大口町の税務課は、それぞれ職員が努力をして滞納繰越分は出ないようにＰＲもし

ます。ただし、どうしても出てしまうという部分があります。これは職員の努力によって従来

から滞納分の徴収ということもやっておったんですけれども、ここ数年、県からの職員の派遣

によってノウハウをためる。それから、以前にも質問をいただきましたけれども、48条で実際

に町県民税を県の方で徴収をいただくというような努力を重ねて今回このような数字を上げら

れたということで、ノウハウの蓄積と職員の努力ということで、いずれにしても税の公平性を

保つために今後も努力をしていきたいというふうに考えております。 

○議長（酒井久和君） 行政課長。 

○行政課長（江口利光君） 中型バスの貸し出しについての御質問でありますが、中型バスにつ

きましては、運行規程を設けて行っております。使用の範囲といたしましては、町の主催事業

及び共催事業で使用するとき、あるいは下部組織を有する補助団体等が全体行事で使用すると

き、全体行事以外で使用する場合については、一定の大会、あるいは町を代表する式典等で使

用するときということになっております。町バスにつきましては、安全運行が第一でございま

すので、一定のルールに基づいた運行が必要であるというふうに思っておりますので、今後も

こうした規定に基づいて運行をしていきたいというふうに思っております。 

 それから、あいち電子自治体推進協議会の件でございますが、申請件数につきましては平成

22年度は１件ございました。 

 それから、国勢調査の関係でありますが、国勢調査につきましては調査のそれぞれの世帯に

よっていろいろなケースが出てくるわけでございますが、調査基準がございますので、これに

基づいて行っております。郵送すると言われながらも郵送されなかった世帯につきましては、

調査員により再度訪問し、提出のお願いをしておりますが、それでもさらに提出がされないと

いうようなケースがありますが、こうしたときにつきましては聞き取りという形の中で確認を
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できる範囲内で調査票を作成し、提出をいたしております。ちなみに聞き取りの件数につきま

しては、合計で301件、全体の3.9％となっております。以上です。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 吉田正議員から57ページ、緊急保証融資制度について御質問い

ただきました。 

 まず、こちらの方の22年度の実績でございますけれども、２月末現在でございますけれども、

27件の申請がございまして、貸付額でございますけれども、これは金融機関が貸し付けた額で

ございますけれども、３億5,160万円であります。このうち、私ども保証料として執行させて

いただきました額が1,543万5,500円という形でございます。利子補給につきましては、242万

1,300円、15件の執行をさせていただいております。また、それぞれお尋ねをいただきました

認定に関しまして、保証協会が100％補助しているんじゃないかというようなお尋ねでござい

ますけれども、こちらにつきましては保証協会100％の補助でございます。 

 続きまして、金融機関が断る場合があるんじゃないかということでございますけれども、こ

ちらの方の申請に関しましては、町が認定をしまして金融機関の方に送るという形でございま

すので、私どもの段階では金融機関が断ったというような情報は確認をしておりません。 

 続いて、納税の関係でキャンセルをした件数があるかというお尋ねかと思いますけれども、

22年度についてはございません。ただ、21年度４件、これは実際に申請に当たりまして滞納が

ございますと、事前にそれを納めてくださいと、私どもが通知文書を出させていただいており

ます。この４件につきましては、その部分の通知をさせていただきましたけれども、当該者が

納税をしないというような意思表示をされたものですから、要綱に従いましてその部分の認定

ができなかったということであります。 

 最後に減額部分のもので、どれぐらいの件数がこなせるのかというお尋ねでございますけれ

ども、まず21年度の予算の編成でございますけれども、こちらにつきましては20年度実績ベー

スに基づいて予算の編成をさせていただきました。まず、保証料補助に関しましては20年度の

実績が102件ございまして、5,775万3,400円の執行でございました。利子補給につきましては

67件の実績で、1,258万2,700円の執行でございました。これを受けまして、私ども22年度につ

きましては、そのベースで保証料につきましては5,714万7,000円。利子補給につきましては

1,474万6,000円の予算を組ませていただいたわけでございますけれども、２月末現在での執行

状況でございますけれども、これと３月末までの見込みを立てまして、今回執行させていただ

いたわけでございます。単純に言いますと、20年度実績から引きますと、保証については見込

みが45件ございますので、あと57件。利子補給については36件こなせるという形でございます

けれども、私どもこの減額に当たりましては単純にその数字を引いたのではなくて、３月まで
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の執行見込みも加味をしまして計上させていただき、今回この減額をさせていただいたという

ことでございますので、御理解のほどよろしくお願いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 吉田議員に御質問をいただきました51ページ、資

源ごみの回収事業助成金の95万円減額についてお答えさせていただきます。 

 これにつきましては、地区で回収していただいております紙類６品目、さらに平成20年度か

らペットボトル、アルミ、スチール缶、生き瓶、透明瓶等ふやさせていただいた重量に応じて

１キロ当たり５円助成させていただいておるものでございます。質問の中に、売り払い単価が

上がっているんじゃないかという言葉もあったわけですが、資源につきましては経済状況も反

映しておりまして、一つ新聞で申し上げますと、平成20年度が１トン当たり１万2,000円であ

ったものが、翌年平成21年度には4,000円に落ち、さらに平成22年になりますと、今度約１万

2,000円と３倍になるというような単価を示しております。よって、単価に連動しておるわけ

ではなくて、重量と連動しておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） 53ページですけれども、駐輪場整備等委託料減と、この関連で

御質問をいただきました。 

 柏森駅前の大口町が管理します２ヵ所の駐輪場、そのうちの手前の方だと思いますが、確か

に入り口の両わきといいますか、そこに空きスペースがございます。段差があるところで、パ

イプで仕切られており、現在駐輪することはできない状況となっております。せっかくのスペ

ースですので、有効活用ができないか、改めて検討させていただきたいと思います。 

 それから63ページですが、国民保護協議会委員の報酬減についての御質問でございます。 

 国民保護の目的でございますが、大口町国民保護対策本部及び大口町緊急対処事態対策本部

条例といったものがございます。それによりまして、武力攻撃事態や緊急対処事態において武

力攻撃から国民の生命、身体及び財産を保護し、武力攻撃の国民生活及び国民経済に及ぼす影

響が最少限になるようにすると、これが目的でございます。そして、計画されます大口町国民

保護計画は武力攻撃事態等から住民の生命、身体及び財産を保護するために、国民保護のため

の措置を的確かつ迅速に実施するための計画でございます。そして、昨年の２月に開催したわ

けでございますが、そのときには国の基本方針、あるいは愛知県の国民保護計画の変更に伴う

変更ということで、安否情報システムに関する変更と国・県の現地対策本部との連携について

の計画の一部変更を行いました。 

 最後に耐震性貯水槽等撤去工事費減についての御質問でありますが、先月いっぱいで南小学

校の飲料水兼用の耐震性貯水槽、そして生活用水用の耐震性貯水槽、２基とも撤去が完了して
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おります。それで、飲料水の耐震性貯水槽の今後についてでありますが、この23年度に位置、

あるいは大きさ、そういったものを検討させていただいて、その結果により来年度には必要予

算計上というような段取りで考えていきたいなと、そういうふうに考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（近藤孝文君） 吉田議員の御質問にお答えさせていただきます。 

 西小学校のバックネット周辺のぬかるみの件でございますけど、まず平成23年度予算計上し

ておる、現在は臨時的に土のう積みによって土砂の流出を防いでおります。この土のう積みを

ブロックで施工し、なおかつほかの小学校の工事請負費、本年度800万ほど上程しております

けど、その執行残に応じて対応できるものについては対応させていただきたいなと思っており

ますのでよろしくお願いいたします。 

 ２点目の運動能力テストの処理についてでございますけど、現在、小学校では小学校の５年

生と６年生、それから中学校では全学年について、運動能力テストの処理を行っております。

この件につきましては、１社の随契による施行で行っております。 

 それから、給食費の未納の件でございます。平成23年１月末現在で、小学校につきましては

３世帯５人、それから中学校では６世帯の10人でございます。いずれも就学援助費において支

援しておる家庭でありますので、まだこの平成23年の１月末現在では１月分の給食費の援助が

反映されておりません。それを支払っていただくということを考慮しても若干未納の世帯があ

るのかなというふうに思っております。それから、どなたが対応かということで、教頭先生が

中心になって未納の世帯にお邪魔していただいておると思います。それから、一部につきまし

ては転出世帯がございます。その転出世帯の方からは毎月定額を口座の方へ振り込んでいただ

くという処理を行っております。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 簡潔な御答弁をいただけて幸いでした。 

 まず、滞納繰越分の収入がふえたのは、県の方で徴収してもらうという、要するに代執行み

たいな話なんですけれども、これは県の方でどういうことを実際にやられるんですか。例えば

差し押さえをやるだとか、そういう具体的なこと、どういう形でそれはやられるんでしょうか。

私のところにもいろんな声が寄せられていますけれども、何か県の方から電話がかかってきて

滞納している分を払ってほしいということで、そういう電話をもらった人も私の知り合いの中

にもあるわけですけれども、具体的にどういうふうに県の方は徴収を、今やってみえるのか。

ぜひ、お伺いをしておきたいというふうに思います。以上です。 
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○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） 吉田議員から再質問をいただきました。県の方が具体的にどんなこ

とをやっているのかという御質問でございます。 

 今年度、22年度はちょうど48条をお願いをしている年であります。全部で23件あるんですけ

れども、そのうちで給与の差し押さえというのを４件実施しております。大口町独自では、ま

だ給与の差し押さえというのを、これからまだ考えておるんですけれども、今現在は預金の差

し押さえということは実施をしております。いずれにしても、給与や預金がある方について差

し押さえを執行しているということでありますので、御理解をいただきたいと思います。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 給与、預金の差し押さえということなんですけれども、例えばその給与

がたくさんあるような人ならいいわけですけれども、しかしその給与が余りにも少ないような

人からも差し押さえが行われては、私はならないというふうに思うんですね。一応差し押さえ

の規定というのはあるんですよね。その収入の４分の１までだったですか。そこまでは差し押

さえしてもいいということなんですよね。だけど、以前は33万円以下の収入については、差し

押さえてはならないというのも一部あったんですよ。最近そういうものがなくなってしまって

いるんですね。どうしてそんなことになっちゃったのか私はわからないわけですけれども、差

し押さえられることによって生活ができないような状況に追い込まれていっては、これは私は

いけないというふうに思うんですけれども、そういう場合、私はやはり一定のルールを持って

差し押さえ等々は行っていく必要があるんじゃないかなというふうに思うんですけれども、そ

こら辺は県の方においてはどういうことで差し押さえしているんですか。例えば、生活費を本

当に食い込んでの差し押さえでしたら、これはやめていただいた方が私はいいというふうに思

うわけですし、そうじゃないよということであるのならば、そうじゃないということで答えて

いただければいいわけですけれども、そこら辺はどのようになっているんでしょうか。 

 最後ですので、もう一つ緊急保証の融資の関係もちょっと聞いておきますけれども、減額で

3,490万で減額されていますけれども、まだまだ貸し付けができる金額が残っているわけです

けれども、大企業は確かに景気は上向いているわけですけれども、しかし中小企業、それから

我々庶民も含めてそうなんですけれども、これは内需はどんどん冷え込んでいっている。中小

企業はどんどん悪くなってきている。そういう状況は私はあるんじゃないかなというふうに思

うんですね。そこで、借り入れなどを行って、例えばその技術革新のためにそういったお金を

使う中で、生き残っていこうとする。そういう企業もあるわけですけれども、先ほども課長さ

んが紹介されたように、滞納してある税金を納税することはとてもできんということで融資が
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できなかったことも実際にあるということがありました。借りる方は、滞納があれば融資が受

けられないということは当然知っているわけですので、そうするともう最初からそういう場合

は融資はできんわということで、あきらめてしまわれる、そういう可能性も私はあるんじゃな

いかなというふうに思うんですよね。ですから、そこら辺のところはやっぱり相手の立場を思

いやっていただいて、親身な応対は当然しておられるとは思うんですけれども、しかし税金の

滞納があるから融資が受けられないということでは、一体何のためのこれ緊急保証制度なのか

ということが私は問われると思うんですよ。だから、そこら辺の取り扱いのあり方も含めて考

えていただく必要が私はあるんじゃないかなと思うんですが、いかがでしょうかね。その融資

を受けたことによって、例えば事業が好転していく、そういう中でまた滞納している税金が回

収されていく。それが私は普通の健全な税の滞納を解消していく方法だというふうに私は思う

んですよ。融資する前に、まず税金を払ってくださいでは、これは何ともならないですよ、こ

れ。ですから、そこら辺の今のあり方をぜひ変更していただいて、税の滞納があったとしても

融資はしますよというような形に変えることはできないんですか。そこら辺をちょっと伺って

おきたいと思います。税に関連しますのでね。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） お答えをさせていただきます。 

 その根拠というか、生活ができない人からも取っているんではないかと、具体的な基準があ

ればということの御質問をいただきました。 

 今、議員が言われた中で、以前は33万円というのがちょっと私の頭の中にはないんですけれ

ども、国税徴収法の施行令というのがございます。これに準拠をして県も市町も取っておるわ

けですけれども、そこの34条には給与等の差し押さえ禁止の基礎となる金額という規定がござ

います。一月に10万円、本人１人で10万円。それから、扶養家族があるときは４万5,000円と

いうような規定もございます。もちろんこれに準拠をした形の中で執行していると。それから、

極端な話、生活保護になれば一たん収納をとめるというようなこともやっておりますので、議

員が心配をされるような徴収方法はとっていないというふうに考えておりますので、御理解が

いただきたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 吉田正議員から、融資のあり方について御質問いただきました。 

 議員の言われるところはもっとものところもあるかと思いますけれども、やはり一つの制度

として運用しております。先ほど申し上げました件数につきましても、大多数がそういう形で

処理をされておるわけではなくて、絶対数の中においてはわずかな数字かなというふうな認識

をしております。やはり、融資という一つの枠の中で対応してまいりますもんですから、厳し
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いと言われるかもわかりませんけれども、そういう線を持って対応をしていくべきであると考

えております。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） 今、吉田議員の質問に関連しましてお聞きをしたいと思います。 

 南小学校にありました耐震性貯水槽２基撤去ということで、今お聞きするところによります

と、かわりをまた考えているという回答がありましたが、以前私が質問したときには大口町南

部には南部水源もあり、河北にも水源があって水は豊富だから、かわりは必要ないという御説

明があったと思いますが、方針が変わったのかお聞きしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） 南部に新たな水源が必要ないというようなことは、私は言った

記憶がございません。 

 飲料水兼用の耐震性貯水槽を撤去することについて、その当時の議場では、必要性の有無、

それから必要であればその大きさ、あるいは場所、そういったものを改めて検討していきたい

というように答えた記憶でございます。以上でございます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第22号の質疑を終了いたします。 

 会議の途中ですが、11時ちょうどまで休憩といたします。 

（午前１０時４８分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 休憩を閉じ、会議を再開いたします。 

（午前１１時００分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 議案第13号に入る前に、健康生きがい課長から発言を求められておりま

すので、許可いたします。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 議案第７号につきまして、吉田正議員さんから御質問いた

だきました結核者の人数でございますが、平成21年度におきましては登録者が８名、それから

平成22年10月１日現在でございますが、登録者が６名ということで、２名減をしておりますが、

状況的には横ばいということで考えております。 

○議長（酒井久和君） 続いて、議案第13号 平成22年度大口町国民健康保険特別会計補正予算
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（第４号）の質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） まず、普通調整交付金の減というのは、なぜ減になったのかお教えをい

ただきたいのと、それから一般の被保険者の国民健康保険税も減額になっている。これは所得

の減少だという御説明であったと思うんですけれども、国民健康保険の会計というのは、決算

なんかで見るとよくわかるんですけど、実際に会計上幾らと載せるものと、それから調定額と

いうのがあるでしょう。実際に載らない部分等あるわけですけれども、はっきりしている部分

だけを予算上載せて、今回の、例えば3,143万7,000円の減額というふうに載せるわけですけれ

ども、調定額というふうで見ると、実際は幾らの減額なんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） まず、調整交付金の件で御質問をいただきましたけれども、こ

れにつきましては、主に市町村の財政負担能力を考慮して配分されるものというふうにされて

おりますけれども、標準保険給付費の９％、これは全国平均で９％というふうになっておりま

すけれども、調整対象需要額、必要な経費から調整対象収入額という、保険料等で収入される

金額等、そういった非常に細かい計算のもとで算出されるわけでございますけれども、ちなみ

に過去の金額を申し上げますと、20年度が1,290万円ほど交付されておりましたけれども、21

年度は566万円、今年度もまだ暫定数字ではございますが、600万円ぐらいになってくるだろう

ということで、１年前の20年度の金額を見て予算計上をして1,500万ということで計上してあ

ったわけでございますけれども、昨年度から大分減ってきておりまして、理由はという細かい

ところの説明ができないところでございますけれども、財政的なところで全国的に見れば、大

口はまあまあいい方だろうということで減額がされているんだろうというふうに思っておりま

す。 

 それから、国保税の調定額が幾らぐらい減っているかという御質問かと思いますけれども、

一般の医療費分で申し上げますと、当初の予算で見込んでおった調定額としまして３億3,190

万円ほどを当初予算で見込んでおりましたけれども、１月末現在で補正予算を計上する時点で

の金額でございますけれども、この時点では３億515万8,000円ということで、率にしまして約

８％、額にしますと2,670万円ぐらい減額になってきておるわけでございます。これに調定金

額に見込みの収納率94％を一般医療費分では見ておりますけれども、これを見込んで補正後の

収納金額を出しまして、今回減ってくる分で減額補正をさせていただいたということでござい

ます。 
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（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 今回の国民健康保険税の税の方の改定があるわけですけれども、こちら

の方で見ると大体1,500万円ぐらいの増収になるという、さっきも御答弁があったわけですけ

れども、例えばこの国庫補助金の900万円の減というのは非常に痛い金額ですよね、現実的な

話として。しかも、所得は減少していっているという、きょうも、さっき毎日新聞を見ました

ら、経済のコラムニストの人だと思うんですけれども、若者の収入をふやせというふうに書い

てあったんです。確かにそのとおりじゃないですかね。幾ら金融機関に日銀の方からお金を供

給しても、それを使うようなところにお金が回っていない。回らないんですよね、もうこれ

は、ふん詰まっちゃって。なぜ回らないのかといったら、国民の所得が大幅に落ち込んで、そ

うした中で、みんな財布のひもがかたくなってしまっただけじゃなくて、もうこれ以上吐き出

せないような状況にまで落ち込んでいっている。そういう状況が私は見てとれるんじゃないか

なあというふうに思うんですね。ですから、本当にこれは一人ひとりの人々の所得をふやして

いかないと何ともならない。今回の国民健康保険税でも同じことが言えますよね、これ。所得

が減少すればするほど、今度は国民健康保険税を上げていかなくちゃいけないという、物すご

くバランスの悪い話なんですよ、現実の話は。医療費は医療費で伸びていっておるというお話

なんですけれども、しかし、その一方で所得は減少していっているから、そうすると国保税を

上げなくちゃいけない。そんなばかげたことを住民の人たちがどうしてのめるのかなあという

ことに私はなってくるんじゃないかなあというふうに思うんですよ。国保のこの補正予算を別

に反対するわけでもないんですけれども、しかし、そういうことがこの補正予算の中で実は見

てとれるということを、私は改めて町の方も認識をしていただかなければならない問題なんだ

よということで、提起をさせていただいたんです。これはどこまで行っても出口が見えない状

況にどんどん落ち込んでいくんですよ、これは。これをじゃあどこで打開するのかということ

になっていくわけですよ。これは国が減らした分、さっきも田中議員からもありましたけれど

も、国が減らかした分を復活させてもらう以外ないわけですよ、現実の話としてまずね。その

上で、きょうも新聞を読んだとおりで、若者の収入がふえれば、年寄りも収入がふえていくわ

けですので、年功序列という体系がないといえどもまだあるわけですので、そういう措置も本

当に私は必要だろうというふうに思うんです。だから、そういう意味でも、収入は減っておる

のに国保税は上がるというような反比例するような状況について、町の方はどのようにお考え

なのか、一度そこら辺の見解も伺っておきたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（村田貞俊君） 今、吉田議員からどのように考えてみえるかということでござ
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いますけれども、今回、議案第８号で考えていく中で、私どもが考えなければいけないことは

ある意味同じポイントも入っております。そういった中で、本当に慎重に考えないと、この先

毎年これを繰り返すことによって、じゃあどうなっていくんだというところは本当に懸念する

ところでございますけれども、じゃあどうしていくか、国費５割のところを現在34％、そうい

ったところ、いろんなところがあろうかと思いますけれども、三位一体改革のときにそういっ

た形になってきたと。その辺のところも踏まえて、私ども町としましては、国民健康保険を現

状の中で健全に何とか住民の皆さんのことを思って守っていくために、そういった限度のとこ

ろも考えながら進めていきたいというところで今回は考えておりますので、御指摘部分は本当

に私どもも痛く感じておるところでございます。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 失業や所得の減少などいろんな影響がありますけれども、20代、30代の

方で、国保税を滞納しておられて短期保険証、あるいは資格証明書が発行されているというよ

うな例は、大口町ではどんなふうでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 短期保険証の発行の年代別の数字は、今資料を手元に持ってお

りませんので、また後ほどお答えさせていただきたいと思います。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 私どものところにも、失業でという相談がかなり頻繁にあるわけです。

そういう中で、退職なら会社に保険を継続してもらう方が安いわけですので、会社に頼んでた

とえ半年間でも継続をしてもらうという措置が一番いいですよというアドバイスをするんです

けれども、首を切られてしまうということになりますと、どうしても国保に入らなきゃいけな

いわけですけれども、しかし家庭の経済は大変厳しい状況の中で、国民健康保険に入る手続も

なかなかやれないというような方もおられるんです。 

 ある大きな病院の院長さんに聞きましたけれども、子供が医療にかかりたいときには保険証

を出しますので、保険証を出されたときに親が２人一緒についてきて、親も一緒に治療を受け

ると。子供の病気が治ると、３ヵ月ぐらいの短期保険証で保険証を返さなきゃいかんというよ

うな状況の中で、親の病気は治っていないのに、もう病院に来なくなるというような悲惨な状

況があると。愛知県内に、無料低額の窓口負担なしで医療が受けられるという病院が二つほど

あるそうですけれども、そういう病院をもっとつくって、そういう皆さんに対応しないといけ

ないんじゃないかというふうにも言っておられましたけれども、残念ながら愛知県の方でそう
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いう病院の申請を受ける窓口すらないんだそうですね。これは異常だと。この貧困が深刻化す

る中で、まともな医療も受けられないという人を大量につくり出している現状の中で、そうい

う対応もきちんと市町村の方から県の方に積極的に働きかけていかないと、そういう医療関係

者の声もあるんだということを踏まえていかないと、保険料は高くなる、国保自体の制度も否

定をして国保制度に加入しないと、無保険状態で病気になったらそれでしようがないとあきら

めるような人たちをつくっていってはいけないというふうに思うんですが、そこら辺の御認識

をしていただいて、そういう対応をもっと積極的に県の方に働きかけるべきだということを最

近痛感をさせられておりますけれども、そこら辺はいかようにとらえておられるんでしょう

か。 

○議長（酒井久和君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（村田貞俊君） 田中議員さんの御質問をいただきました。県内に無料でという

部分は全く情報を把握しておりませんので、その部分についてはお話ができないんですけれど

も、ただ、ほかの案件で言われましたことというのは、町としましては当然、国・県負担金そ

ういった部分すべて徴収等が行われております。そういう中で、現状、実態、そういったもの

はどこの市町村も同じかと思いますけれども、伝えられてはおると思います。そういう中で、

意見として上げていかなければいけないのではないかということでございますけれども、そう

いった部分につきましては、機会があれば、私どもも全く何も申し上げていないという状況で

はないと判断しておりますけれども、いかんせん国民健康保険というものを全体的に考えてみ

ますと、御存じのとおりいろいろな諸問題を抱えておるという状況でございますので、そうい

った部分につきましては、当然先ほど吉田議員さんも言ってみえました構造的な部分について

も国の方も当然気づいておりますし、厚生労働省自体もそういった部分をどうしていくか、そ

れが一つの目標として平成25年にそういったものを目指しておる。過去においては、平成20年

の後期高齢者医療制度、そういったいろんな形の中で模索をされて、一つ一つ対応がされてき

ておるかと考えておりますので、御意見をいただきました部分につきましては、私どもも考え

ていきたいと思います。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 先ほど平成25年度に、国民健康保険制度を市町村から県の方に統合して

いくことを見通して一般会計からの繰り入れを抑制するようにという通達などが出されている

んだという御説明でありました。しかし、県知事会は、国がこのことについての予算措置をも

っと強めていただかなければ、県としてやすやすと受けるわけにいかないと、これは県知事会

の見解ですよね。民主党政権が誕生したときも、この国保事業に対する国の責任をもっと強め
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ていくというような立場だったと思うんですけれども、御承知のように財源難でその措置がと

られていないということであります。 

 市町村は、今独自に一生懸命努力はしているんですけれども、しかし、市町村単独での努力

ではもう限界があるというところで、国と県と市町村の投げ合いになって、どこがもっと責任

を持つのかということになっているというふうに思うんですけれども、これは国民の命と健康

を守る最も大事なシステムなわけで、ここに国がもっと最大限の努力をしていただかなけれ

ば、県だって市町村だって限界があるわけですね。ただ、愛知県は県の支出金をこの10年間で

28億円から１億7,000万に減らすというようなことで、国が負担を減らしていることに肩がわ

りをして愛知県が努力しているとはとても言えない、国と同じような動きを見せているわけで

言語道断ですけれども、しかし市町村からも、県に安易に統合すればこの国保会計は安定的に

運営できるんだというようなことではないと。国の責任が最も大きいんだということを市町村

も連帯をして、県とも協力をしながら国の方に働きかけるというようなことが、私は一番この

国保事業についての健全化を図るために大切な視点ではないかなというふうに思いますけれど

も、その辺は町村会とか、そういうところがどういう見解を持って国や県に働きかけているん

でしょうか。 

○議長（酒井久和君） 町長。 

○町長（森  進君） 過日、新年前ですけれども、政権与党と首長さん、町村会の方が主にな

るわけですけれども、そこの場でも５項目ほど、直接町村会、あるいは愛知県の町村としての

要望を申し上げる機会があったわけですけれども、今、田中議員さんが言われるように、保険

者である市町村としては、後期高齢者医療の制度の見直しの中で国保という話が出てきて、国

保の各市町の現状を考えたときに、やはり医療の給付が地域で格差が出るんではなくて、広い

地域で同じような給付が受けられるというようなことから、県の単位でというようなことで認

識、意思統一は、強い要望はあるわけですけれども、一方で、知事会の方では、今の状態のま

まで保険者として都道府県単位ということは受けがたいというような話がありまして、正直そ

の場の雰囲気として私が感じたのは、やはり町村としての主張はしつつも、やはりその受け皿

である愛知県、あるいは都道府県のことを考えますと、何が何でもここは、今の政権与党、あ

るいは国に対して知事会がどういう意向であろうが、国の方針、現在の既定の方針で進めてほ

しいというような雰囲気というか、なかなか難しいかなあというような雰囲気を感じました

し、町村会としても、財源的なことは必ず保険者のこととセットで国には要望等を上げておる

という陳情の内容になっておったというふうに思っています。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 
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○議長（酒井久和君） これをもって、議案第13号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第14号 平成22年度大口町老人保健特別会計補正予算（第２号）の質疑に入り

ます。 

 ありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって、議案第14号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第15号 平成22年度大口町介護保険特別会計補正予算（第４号）の質疑に入り

ます。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） １億4,103万9,000円という大きな補正の減額がされているわけです。い

ろんな見方があろうかというふうに思うんですけれども、介護サービス料が見込みよりも大変

少なかったということではないのかというふうに思いますけれども、そういうことで、受けた

いと思っているサービスも個人負担などがあって受けられない状況なども今問題にはなってお

ります。この大幅な減額の内容をもう少し詳しく御説明がいただければと思います。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 田中議員さんの御質問にお答えをさせていただきます。 

 今回の介護保険特別会計の補正の要点でございますが、今、議員さんが御質問のとおり、実

施計画と給付介護との乖離に伴う補正減でございます。受給者及び給付費見込みが実施計画と

大きく乖離をしたため、補正減をさせていただきました。 

 それから、内容につきましては、介護給付費の方で１億3,800万円ほどの減額をさせていた

だいております。その中では、居宅サービスにつきましてが4,200万、居宅介護サービス計画

費につきまして200万、地域密着型サービスにつきましては2,000万、施設介護サービスにつき

ましては6,100万、介護予防サービスにつきましては1,000万円、特定入居者介護サービスにつ

きましては300万円、合計で１億3,800万円を減額させていただきました。１億3,500万と特定

入居者介護サービスの300万の合計で１億3,800万ということでございます。よろしくお願いし

ます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 例えば施設介護、特養などに入所を希望しているけれども、待機をさせ
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られているというような状況はどんなふうなんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 待機の件につきましては、私どもの耳には入っておりませ

んが、以前もお答えをさせていただきましたが、町内で70名ぐらいの方が入所待ちということ

であります。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 実施計画と乖離したということですけれども、これは乖離したんですけ

れども、実際には喜んでいいのか喜んでいかんのか、ちょっとよくわからんところがあるわけ

ですけれども、それだけ介護を利用しなくても済むような人たちが計画よりもふえてきたもん

だから、喜べるのかということなのか、それともそうじゃないことも考えられるわけですね。 

 私が事前に通告しておいたのは、平成20年、21年、22年、23年と在宅でのサービスの利用

者、それから施設サービスの利用者数、それは一体どういうふうに推移していっているのか、

お尋ねをしておきます。 

 あと、地域密着型の介護サービスの給付減というのは2,000万あるわけですけれども、例え

ば地域密着型の介護サービスというのは、大口町にあるのかないのかということも含めて、こ

れを御答弁をいただかないと、ちょっと物足らんような気がするんですけれども、お願いしま

す。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 吉田正議員さんから、介護サービスと給付の中の在宅と施

設の人数ということで御質問をいただきましたが、まず平成20年度におきましては、在宅が

290名、施設の方が89名で計379名。平成21年度におきましては、在宅が308名、施設が80名、

計388名。平成22年度におきましては、現在のところ在宅が324名、施設が80名、計404名とい

うことで、数字のごとく年々増加をしているという状況でございます。 

 それから、地域密着型介護サービスにつきましては、現在のところ、ちょうど南小学校の北

側にございますグループホーム「じゃがいも」さんが１施設ございまして、大口町ではもう１

施設グループホームを計画しておりましたが、22年度にはまだ至っておりませんでしたので、

こちらの2,000万円の減額をさせていただくという経緯でございます。よろしくお願いします。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 今聞きますと、20年、21年、22年と、在宅サービスについてはそれぞれ

順調よくふえていっているわけですね、人数としては。施設サービスはというと、９人ぐらい
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の減ではありますけれども、ほぼ横ばいというような状況がありますよね。それで、地域密着

型のサービスについてはもう１ヵ所ぐらいふやさないかんということで、それがふえていって

いないもんだから、要するにグループホームへの入所希望者もいっぱいあるんですよね、現実

の話として。自治体が違うとグループホームなんか入れえへんのでしょう、現実の話は。だか

ら、大口町の人で、例えばよそへ行きたいと思ってもよそへ行けないわけですよ。大口町内で

施設をふやしてもらわないと、グループホームは入れないんですよ。だから、希望者がある限

り、グループホームをふやさないかんということになっちゃうんです。それぞれの自治体で責

任を持って施設をつくっていかなくちゃいけないということが実は言えるんですよ。そこら辺

のところを皆さん方も再認識をしていただかないといかん問題だというふうに私は思っている

んです。 

 だから、ある人が、自分の身内の人なんですけれども、大口町には特養もあるし、いろんな

施設もあるもんだから、身内が名古屋におるもんだから、この人を大口町に連れてきて、大口

町の施設に入れればいいわというふうに安易に考えておったら、現実には入れないという声が

あっちでもこっちでも聞くんです、私としては。これは地域密着型の施設、特にグループホー

ム等々ですけれども、こうしたものについては自治体をまたがるわけにいかんわけですので、

早急につくっていただかないと、町としてもこれは大問題なんですよ、現実の話として。そう

いう認識が本当にあるのかどうなのか。私はなかったんじゃないかなあというふうに思うんで

す、この結果を見ると。残念ながら。担当者の方はわかっていると思うんですけれども、ちょ

っと上の方の人たちの認識が私は足りないんじゃないかというふうに特に思うわけです。しか

も、利用者数はといったら、379、388、404、毎年毎年ふえていっておるのに、何で給付費が

１億3,500万円も減っていくんでしょうか。これだっておかしいじゃないですか、どう考えた

って。どうして減るのかといったら、結局、利用料が払えんのじゃないですか、この結果から

すると。「自分はもうこれぐらいしかよう払わんで、ここまでで抑えてちょうすか」という話

が出るんじゃないですか、これは。これだけの食い違いが出るというのは。利用者数がふえて

いったら、給付費はふえないかんはずなのに、減少してしまうというのは、これはまさに保険

あって介護なしというような状況ではないかなあというふうに私は思うんです。だから、そう

いう意味でも、やっぱり利用しやすくするという方策をとらなくちゃいけないと思うんです。

介護給付費が減ったから、来年か再来年か、また介護保険料を見直すんですよね。介護保険料

を見直すときに、今度は介護保険料を下げますからと、そういうことではいかんと思うんです

よ、私は。これは利用しにくいというもののあらわれなんですよ。さっきも言ったように、個

人の所得はどんどん減少していっているんですよ。そうでしょう、今度４月からまた年金も下

げると言っているんですよ、４月か５月か知らんけれども。ですから、そういう意味では、も
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っと利用しやすくすることが必要だということです。特に所得の低い人たちに対する利用料を

引き下げる、そういうことがこの結果からすると明らかじゃないかというふうに私は思うんで

すよ。 

 なおかつ、大口町の65歳以上の人の介護保険の利用者割合は、大体おおむね65歳以上の人に

対して愛知県の平均で見ていくと、12％ぐらいの人たちが介護保険のサービスの利用を受けて

いらっしゃる。しかし、大口町はどうかというと10％を切っているんですよね。県の試算でも

出てくるんですけれども、9.8％ですよ、これは。県の方でもそういう調査をしているんです

よ。決してこれは大口町の人が健康だから、介護を受ける必要がない人がたくさんおるから、

そういう結果が出ているわけじゃないということじゃないですか、これ。そういうものを総合

的に見ていくと、これは。そうすると、やっぱり利用料の引き下げは絶対私は必要だというふ

うに思います、一つはね。 

 もう一つは、サービスのメニューをふやす必要があるんですよ。さっきも言ったように、地

域密着型のグループホーム等、こうしたものの需要はあるはずですし、よその自治体へ行けと

いうことは言えないサービスですので、これについてはきちんと手当てする必要が私はあると

思うんです。こういうのがないと、保険に加入しておるのに全く安心感が得られんですよ、こ

のままいくと、これは。大口町の住民にとっては不幸なことであるという認識をこの結果を見

て考えていただく必要があるんじゃないかなというふうに思うんですけれども、そこら辺はど

うなんでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（村田貞俊君） いろいろと御指摘をいただきましたけれども、まず私どもが申

し上げておきたいものの一つに、本当に申しわけないなあと思うところはございますけれども、

第４期の介護保険事業計画を策定していく中で、将来的な伸びというものを、人口から、さら

には現状の認定率の中から推計をしていくわけでございますけれども、居宅系サービスにつき

ましては、ほぼ推計というものが現状とそんなに食い違わない状況となって結果としてあらわ

れてきておりますけれども、施設系につきましては、町が見込んだ数字が平成22年度ですと、

先ほど言いましたように80名だという数字が出ておりますけれども、現実、私どもが推計をし

た数字が104名、約24名ほどの差が出てしまっております。そういった部分については、私ど

もこれは計画策定に当たって反省しなければいけないことかなと現在思っております。そして、

地域密着型のグループホームにつきましては、誘致等はこの４期計画の中で進めておるわけな

んでございますけれども、去年の９月議会だったかと思いますけれども、そういった御質問が

ある中で覚えておる数字が、現状、待機者は４名という中で、その後ふえておるかという確認

はとっておりませんけれども、このグループホームにつきましては、ワンユニット９名という



－９１－ 

のが基本でございますので、じゃあ４名体制、５名体制の中で、常時、例えば４名あいた状態

で誘致ができるのかという問題もございまして、ここまでずれ込んできておるところはありま

すけれども、今計画の中ではそれを何とか実現させて、まだまだ隠れた待機者がお見えになる

かもしれません。そういった部分にも対応してまいりたいなあと思っております。 

 そしてもう１点、認定率についてでございますけれども、私も以前そういった読者ニュース

の中で、県下で最低であると言われました。そういう中で、自分なりにデータを拾う中で見て

みたんですけれども、確かに大口町は認定率は低いんです。そして、さらにその一歩手前の申

請率というものがあるんですけれども、これは公表されていないんですけれども、実際、大口

町に老人が4,200名おるとします。そういった中で申請率も、これもまたすごく低いと。じゃ

あその結果として低い理由というのは、御指摘いただいたように、元気なのか、それとも皆さ

んそういった介護保険制度自体というものが浸透している中で、まだまだ我々の努力が足りな

いのか、そういった部分。さらには、それをさらに一歩深めて、実際申請された人は認定され

る、要は非該当にならないといった率を見てみますと、大口町は非該当になる率は非常に低く

て、ほとんどの方が認定されます。さらにもう一歩進んでみますと、例えば県下の平均とかそ

ういう形で考えてみますと、認定される人から申請が出て、大口町に出ておる傾向というのは、

通常ですと要支援１・２、要介護１、高くて２、初めて申請する方はそういったところが通常

なっているんですけれども、大口町は、そういった中でいきなり要介護３の状態の人が出てく

るとか、いろんな状況が現状は出ております。そういった部分については、私ども今そこまで

の分析結果には至っていないんですけれども、やはりこれは真剣にそういった部分は考えてい

かなければいけないと思っておりますので、次の計画の中では今抱える課題等をしっかり把握

して進めてまいりたいと思っておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 部長さんの言われることというのはよくわかるし、そこまでまた見て、

今のところ自分なりの分析もされてみえるということですので、これを全町的な認識にしてい

く必要があるんだというふうに思うんです。そういうグループホームというのは、ほかにかわ

るものがないんだよと、これはつくっていかなくちゃいけないんだよと。例えば特養で申し込

んでいたとしても、町内で70人ぐらい特養の申し込みがあるというんだけれども、しかし、グ

ループホームができるんだったら、じゃあそちらの方に申し込もうかと、そういう人も私はあ

ると思うんですよね、これは。ですから、そういう意味では、地域密着型のこういうサービス

というのは、今後も私はふやしていかざるを得ないものなんじゃないかなあというふうに思う

んです。だから、４人しか申し込みがないからということで、まだいいんじゃないかというこ
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とではなくて、やっぱりこの結果を見れば、もうこれは明らかですので、これはふやす必要が

あるという認識に立っていただきたいんです、町自体がね。それでなおかつ、これだけの１億

3,500万円もの給付費の減額なわけですので、やはり低所得者に対する利用料の軽減、これも

あわせて必要だというふうに思うんですよ。それをぜひお願いしたい。 

 それから、さっき言われたように、介護認定をやるといきなり介護度３だとかというふうで

上がってくるという実態、これは初めてこういう場で明らかになってきたことなんですけれど

も、そこまで我慢して我慢して、家族の人も本当に何とかしようという努力のあらわれじゃな

いですか。それにこたえる行政でなければいかんというふうに、私は改めて今のお話を聞いて

おって思うわけですので、そこら辺の御決意を一度町長の方からお聞きをしておきたいと思い

ます。 

○議長（酒井久和君） 町長。 

○町長（森  進君） まず一つ、今回の介護保険の補正でありますが、介護保険の予算の編成

につきましては、従来いろいろと担当の課長、あるいは部長からお話を申し上げておりますし、

またその仕組みについては吉田議員さんも十分御承知おきをいただいておるわけですけれども、

今までは多分このような補正で減額というようなことは御記憶にないことというふうに思いま

す。要は執行残で、不用額として残していくというような形の決算をやっておったわけですけ

れども、今回、担当課の方と財政の方と十分に協議をする中で、この補正を上げて明確にして

いくということで担当課の方も了解をしてくれまして、今回補正予算という形で出させていた

だきました。 

 それで、先ほども認定の状況が上がっておる、それに伴って、今ちょうど21年度の決算であ

りますけど、それを見ましても、今回の補正減をしました給付費は前回の21年度の決算よりも

上がっています。ですから、必ずしも言われるような大口町独自の問題として使いにくいとい

うんですか、サービスが足らないというんですか、そういうことがすべての原因であるという

ふうには思いませんけれども、さりとて先ほど部長が御説明申し上げたような、ああいう形で

の細かい大口町としてどうなんだろうというような分析を心がけておって、この介護保険制度

の運用をしておってくれますので、そういう意味では、私どもも十分にそれに真摯に耳を傾け

て、内部でいろいろと協議・検討していかなければならないというふうに思っています。ただ、

現在の介護保険制度が一応23年度で期が終わるわけですけれども、ずうっと言われております

団塊の世代、このあたりの世代の方が要は医療もそうですし、介護もそうですけれども、そう

いう世代が果たして介護保険制度、医療制度の中に押し寄せてきたときにどのような対応がで

きるだろうか、しなきゃならないだろうかというようなことは、健康福祉部のそれぞれの所管

課とはいろいろと意見交換をしておるわけですけれども、私どもがやはり今一番恐れておるの
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は、介護保険についても、医療でもそうですけれども、団塊の世代が後期高齢、あるいは第１

号被保険者としての介護の給付を受けられるような状況になるということが一番恐れておると

いうか危惧しておるわけで、そういう事態になってからの対応というのはなかなかとれないも

んですから、施設あるいはサービスの量をふやすというようなこともでしょうけれども、それ

よりも大口町の今、介護保険でいえば、住民の皆さんの理解の中での制度をきちっと理解をし

た上で活用していただいておる考え方、ベースというのは非常に重要だなあというふうに思っ

ています。ですから、今後も地域の中で何らかの形で手助けができるような、お互いに支え合

いができるような仕組みを今、早急に団塊の世代がそういう状況になる前に、我々としてはあ

わせて取り組まなければならない重要なことだということで話はしておるわけですけれども、

現在、それを具体的に解決ができるようなところまでの結論に至ってはいないわけですけれど

も、いずれにしても、介護保険につきましては、まだまだ事業計画を策定する段階での反省点

もありますし、執行については十分担当課として大口町独自の分析をする中で執行をしておっ

てくれますので、それについて住民の皆さんもまたこの制度を有効に、また適切に利用してい

ただいておるというふうに思っています。ですから、その大きな波に我々行政としてどういう、

あるいは保険者としてどういう対応ができるかということを、今まさに取り組まなければなら

ない時期に来ておりますし、そういうことを我々としても重要な課題の一つに加えて考えてい

かなければならないというふうに思っております。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） 今、吉田議員の質問に関連しましてですけど、今グループホームという

のは、大口町の住民でないと大口町のグループホームへは入れないというようなお話でした

が、現状はどのようになっているのか。入居者で他市町村から入ってみえる方はないのかとい

うことをお聞きしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） グループホーム、現在、大口町は１ヵ所でございます。

「じゃがいも」さんという施設でございますけど、９人定員のところに大口町内の方が７名、

町外の方が２名お入りになっておられます。それから大口町の住民の方が、犬山、江南、扶桑

の２市１町の方に４名の方が、ちょっと内訳は、数字は持ちかねておりますけど、４名の方が

入所をされておるという状況でございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 
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○８番（土田 進君） 住民でなくても入れる、あるいは大口町の住民でもほかの自治体のグル

ープホームへ入れるということですね。 

○議長（酒井久和君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（村田貞俊君） 地域密着型グループホームにつきましては、平成18年度に介護

保険法が大きく改正されました。それ以前につきましては、いろんなところの市町村でも入れ

たわけですけれども、そこを境にして、各地域にあるもの、先ほど議員さんが言われたよう

に、大口町なら大口町の住民しか入れない形になりました。そして、今、課長が報告しました

４名の方、町外で４名御利用になっている、逆に大口町の施設に２名の方が入ってみえる方と

いうのは、それ以前からそういった施設サービスを受けておられる方ということで解釈をお願

いしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） これをもって、議案第15号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第16号 平成22年度大口町公共下水道事業特別会計補正予算（第４号）の質疑

に入ります。 

 ありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって、議案第16号の質疑を終了いたします。 

 続いて、議案第17号 平成22年度大口町農業集落家庭排水事業特別会計補正予算（第３号）

の質疑に入ります。 

 ありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 質疑なしと認めます。 

 これをもって、議案第17号の質疑を終了いたします。 

 会議の途中ですが、13時30分まで休憩といたします。 

（午前１１時５２分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 休憩を閉じ、会議を再開いたします。 

（午後 １時３０分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 続いて、議案第18号 平成23年度大口町一般会計予算の質疑に入ります。 
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 質疑は、平成23年度大口町一般会計予算書及び予算に関する説明書によりお手元に配付いた

しました進行表に従い、順次進めてまいります。 

 初めに、平成23年度大口町一般会計予算書及び一般会計の歳入について、一括して質疑を行

います。 

 一般会計の歳入は、款1.町税から款20.町債まで、予算に関する説明書の１ページから29ペ

ージまでです。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） 27ページです。衛生費雑入、３番で資源ごみ等売り払い収入709万7,000

円となっておりますが、この件で、最近ごみ集積場へ行きますと、集荷日には業者がどこの地

区の集積場へも来て、重立ったものはさらっていくという面が見えるわけですけど、この業者

が勝手に持っていくという件に対して町はどのように思ってみえるのか、お聞きしたいと思い

ます。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 資料27ページの資源ごみ等売り払い収入に関する

質問で、集積場で資源がとられているのではないかという内容かと思いますが、実は今、集積

場で持ち去られておる案件につきましては、混合物、いわゆる大口町としては資源として売り

払っている材質ではなくて、処分費を払って処理していただいているものがほとんどでござい

ます。と申しますのは、今、混合物は１キロ30円だったかと思うんですが、処理費をかけて実

は処理していただいておる部分が、ほとんど持っていかれておるという現状でございまして、

実は私もその業者の方とお会いして、お話をさせていただきました。人によっては集積場へ入

る手前で持っていってみえる方もお見えになるようですし、集積場の中まで入り込んできてお

る方もお見えになるようでございますけれども、持っていかれているものは資源として売り払

っておるものではなくて、逆に処理費を払って処理しておるという物件でございます。ただし、

気分的に役員の皆さんに嫌な思いをさせておるのも事実でございますし、何とかとは思ってお

るんですが、ただ法律的に、ごみと有価物の関係がうまく区別できておりませんので、今のと

ころ黙認しておるというような状況でございます。ただ、役員の皆さんに御迷惑をかけておる

点につきましては、あると思いますので、実は今、集積場に資源物の持ち去りを禁止しますと

いうような警告看板を、小さなものなんですけれども、掲示させていただいておるのが現状で

ございます。以上でございます。 

（挙手する者あり） 
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○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） これについては、地区の役員さんによっては対応が違うようでありまし

て、豊田の場合でも１ヵ所は完全に今の役員さんが拒否をされて、立ち入りを認めていないと

いうところもあるようです。この対応についてトラブル等が起きてもいけないと思いますの

で、廃棄物減量推進員を集めて最初に説明会をなさると思います、その節にぜひ何か町として

推進員さんにこの対応について説明をしていただきたいと思っております。よろしくお願いし

ます。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 今の件に関しまして、廃棄物減量推進員の皆さん

には年度初めに説明を申し上げ、進めてまいります。ことしも３月末から４月の頭に、２日間

かけて説明会を予定しております。その節に説明させていただきますので、よろしくお願いい

たします。以上でございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 初めに、法人町民税についてお伺いします。 

 法人税の法律改正が新年度に行われるようであります。40％から５％引き下げるということ

は知っておるわけでありますけれども、その他についての改正もあるというふうに聞いており

ますが、大口町の法人町民税についてはどのような改正内容に基づいて試算をされておられる

のか。 

 それから、大口町も大企業からの法人税がなかなか思うように伸びない一つの理由に、損益

の繰り越しを５年から７年に、２年間延長するというような措置がなされて、一度大きな赤字

を出すと、その後、利益を出しても７年間も法人町民税を納めてもらえないというような実態

があろうかと思います。そういう実態を可能な限り御説明をいただきたいということと、こう

した損益を２年間延長するというような措置はもとに戻すように国に求めていかないと、大口

町は利益を上げても法人町民税を一円も払ってもらえないというような大企業の存在を許して

しまうということになろうかと思いますけれども、その辺の見解をお願いいたします。 

 それから、固定資産税についてお伺いしますが、土地の価格は下がっても固定資産税は下げ

ないよということでありますけれども、償却資産については前年度と比較をして、設備投資の

関係になるわけですけれども、どのような見通しで積算をされたのか、お伺いをしておきま

す。 

 それから、町のたばこ税であります。売り上げが減らずに増収を見込んでいるわけでありま

すけれども、禁煙をする方がふえているけれども、たばこが値上がりになったということなん
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だろうと思いますが、どのような積算で増収を見込まれたのか、御説明がいただきたいと思い

ます。 

 それから、子ども手当関連の収入が国庫、あるいは県の方からあるわけでありますけれど

も、予算案は衆議院を通過して成立の見通しになったわけでありますが、予算関連法案の成立

の見通しが立っていないというような状況であります。子ども手当については、予算関連法案

が通らないということになると、児童手当というもとの制度に自動的に戻るものなのか、ある

いは支給が停止されてしまうのか、その辺のところと、３歳未満について7,000円増額すると

いうのが政府の案でありますけれども、その総額が約2,000億円というふうに言われておりま

すが、我々日本共産党は、それはやめて、待機児が大都市を中心に大変多い認可保育園の増設

などに充てるべきだというふうに言っているところでありますけれども、この辺についての御

見解を伺っておきたいというふうに思います。 

 それから、15ページの要保護の問題であります。いわゆる就学援助金といいますか、要保護

児童の就学援助費補助金が小学校も中学校も頭出しの1,000円だけになっておるわけですけれ

ども、これはどういう意味なのかということが一つであります。 

 もう一つは、愛知県内でもそうでありますけれども、全国的にもこの就学援助制度について

は、生活保護基準を１として、世帯の所得がその1.2とか1.3とかというような係数をきちんと

明確にして就学援助をするという制度を持つ自治体があります。かなり多いわけでありますけ

れども、愛知県内でもそういう基準を設けて、ラインを明確にしている自治体があるわけであ

ります。学校給食費を半額にするとか無料にするというのは、それはそれで一つの考え方であ

りますけれども、所得の低い皆さんの就学を原則的に後押しをするという意味では、所得に関

係なくという仕組みよりも、所得の低い皆さんの就学を援助するという意味では、この就学援

助金制度というのは大変大切な制度でありますし、そういう基準を明確にして、そして、対象

をさらに拡大する方向に持っていくべきではないかというふうに私は思っておりますけれど

も、いかがでしょうか。 

 それから、27ページですけれども、民生費の雑入の中にあります病児・病後児保育の実施負

担金110万2,000円と、病児・病後児保育の利用料40万4,000円、これはどういう仕組みで実施

をしておられるのかということと、この負担金や利用料の積算の根拠を御説明いただきたいと

いうことであります。 

 それから、南小学校の建設事業に係る国の補助金でありますけれども、13ページで公立学校

の施設整備費負担金というのがありますし、それからもう一つは、環境に係る名目での国の負

担金の方がずうっと多いわけでありますけれども、ここら辺の補助金というのはどういう名目

でそれぞれあるのか。学校を建設する場合の国の基準は一体どうなっているのかということも
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含めて御説明がいただければと思います。以上です。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） まず町税について、３点ほど大きな項目で田中さんから御質問をい

ただきました。順次答えさせていただきたいと思います。 

 まず、法人税の実効税率５％について、今年度の当初予算にはどんな反映がしてあるかとい

うことでありますが、これはまだ国の方として法律が制定をされたというわけではございませ

ん。資料としては県を通じて来ております。それによりますと、実効税率は新聞紙上等で５％

減るということで、30％が25％になるということでありますが、もう少し詳しく申し上げます

と、4.5％の表面税率で国の方は減らすと。法人の事業税、それから法人住民税については、

表面的な税率は変わらないということであります。ただし、その他いろんな細かい法律改正が

予定されておりまして、実効税率としては国の方が4.18、地方の市町村につきましては、東京

都のベースでは0.87、それ以外の市町村については0.73減るであろうという資料が参っており

ます。まだ法律ができていないということもございまして、それと0.73だということもあって、

今年度の大口町の法人町民税の当初予算には加味がしてございませんというところであります。 

 また、大企業がなかなか景気の底を打っても伸びてこないと。その原因としては、損益が２

年が５年に延びたということがあるということでございますが、以前にも税務課として多分答

えがしてあろうかと思うんですが、法人税の計算におきましては、各法人が法人の所得税を支

払います。その税額をベースにして大口町は12.3％、それから従業員割というものを掛け算を

して大口町の税額になるということでございますので、損益が云々ということについては、う

ちの計算ではなかなか難しいというふうに考えております。 

 続いて、固定資産税のうち償却資産の積算について説明をということでございました。償却

資産につきましては、これも景気が底を打ったとはいえ、なかなか回復がしてこないというこ

とで、以前として設備投資が低調であろうという予測をしております。ですので、22年度当初

予算のときに前年度対比で0.936という数字を使ったんですけれども、ことしも一番近い課標

から0.93という積算根拠として固定資産の償却の積算をしておるという状況でございます。 

 それからたばこ税について、税金と売り上げの関係ということですけれども、10月に大幅な

改正がございました。本数を調べてみますと、やはり買いだめということがありまして、月の

平均の2.5倍ほど９月には売れております。逆に10月には平均の３割というふうに落ち込んで

おります。これも徐々に回復をしてきまして、一番最近の数字ですと、もうほとんど平均ベー

スに戻っておるということでございます。ですので、当初予算の計上としては、22年度の当初

予算が１億2,500万と、23年度の当初が１億6,100万ということで伸びておるんですけれども、

３月の補正予算で3,000万円追加をしてございます。ですので、22年度の決算ベースが１億
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5,500万、23年度の当初予算が１億6,100万ということで、そんなには変わりがないということ

で計上をさせていただきました。以上です。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） 田中議員から２点ほど御質問をいただきました。 

 まず１点目の子ども手当の関連でございますが、この子ども手当につきましては、議員御指

摘のように、予算案は衆議院を通過しまして、先週の金曜日、本日もなんですけど、参議院の

予算委員会の方で審議がされておるという状況でございます。一方、関連法案の方ですが、こ

れにつきましてはいまだに衆議院の段階で、政権与党は野党との修正協議にも応じるというよ

うな姿勢も見せながら、いまだ衆議院に残っております。こんなような状況ですので、議員御

指摘のように、年度内の成立というものにつきましては、いまだ不透明な状況であります。 

 平成22年度の子ども手当法は単年度限りの、３月31日が来ますと失効する日切れ法案という

ことですので、仮に平成23年度の子ども手当の関連法案が通らなければ、おのずと児童手当法

が復活して、児童手当が支給になるという状況になろうかと思います。 

 それから、３歳未満の7,000円の増額の件でございますが、実は、この子ども手当に関連し

まして、平成22年度の税制改正におきまして扶養控除が既に廃止されております。特に３歳未

満ですと、児童手当のときに１万円と。子ども手当１万3,000円ですと、3,000円の増額と。と

ころが扶養控除が廃止されますと、それ以上の増税という形になりまして逆転現象が起きると

いうことで、３歳未満につきましては新たに7,000円の増額というふうな仕組みになっておる

と認識しておりますので、これにつきましてはいたし方ないのかなというふうに考えておりま

す。ただ、マニフェストの２万6,000円、ここに向けては現物給付、いわゆる待機児童の解消

等の現物給付も検討するというような発言も聞いておりますので、この辺につきましては、今

しばらく動向を見守りたいなというふうに考えております。 

 それから、２点目の病児・病後児保育の負担金、それから利用料の関係でございますが、こ

の病児・病後児保育につきましては、大口町と扶桑町で共同という形で大口町内の医療機関に

600万円で病児・病後児保育を委託しております。利用できる対象のお子さんは、大口町と扶

桑町に在住のお子さんが利用できるという形になっております。それで、この負担金といいま

すのは、最終的に扶桑町さんから負担をしていただく金額でございまして、この負担金の積算

根拠は、委託料の600万から特定財源の利用料、それから県からの補助金、これらを除きまし

た地元負担分につきまして、そのうちの１割を均等割、残りの９割を利用者実績割という計算

式に基づいて扶桑町さんから最終的に負担金をいただくという形になっております。 

 それから、利用料の積算根拠につきましては、この病児・病後児保育はこれで過去２年実施

してきておりまして、その利用実績に基づいて算出をした金額でございます。ちなみに利用料
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につきましては、１時間500円で、１日の上限が3,000円という形で運用をしております。以上

です。 

○議長（酒井久和君） 学校教育課長。 

○学校教育課長（近藤孝文君） 田中議員の御質問にお答えさせていただきます。 

 就学援助費と南小学校の建設の補助金だと思います。 

 まず、援助費の関係で1,000円の頭出しというのは、就学支援に対しては要保護及び準要保

護ということで行っております。要保護につきましては、生活保護の御家庭が対象になってお

りまして、大半が生活保護費の方で援助されておりますから、この場合1,000円の頭出しにさ

せていただきました。なお、準要保護につきましては、年数はちょっと忘れましたけれども、

以前は国費によって援助されておりましたけど、今はそれぞれの市町が単独で実施しておりま

す。 

 所得に基準を設けてはどうかという御質問がありました。前回の委員会か全協かちょっと忘

れましたけど、そのようなことも検討させていただくということは御答弁申し上げたわけなん

ですけど、今回それも見送りました。ということは、あくまでもケース・バイ・ケースという

形でやらせていただこうと思っております。学校と絶えず連絡をとりながら、給食費及び学年

費等の未納が生じれば、私どもはその御家庭に対して教育委員会に来ていただいて面談をし、

本当に援助が必要であるということであれば、その他項目ということで援助の対象としており

ます。その見直しというのは考えてはおりませんし、今後ともその対応で個別案件として扱っ

ていきたいなと思っております。 

 それから、南小学校の建設につきまして、補助金は御質問のように２本立てでございます。

一つは公立学校施設整備費負担金、これは負担金ということで、あくまでも国が負担するもの

であります。内容につきましては、現在、南小学校が持っております保有面積から大口南小学

校の学級数に応じた必要面積の差し引き、これが今回128平米ですけど、128平米に対して国は

建設補助金単価十何万だったと思いますけど、それを掛けた２分の１が公立学校施設整備費負

担金としておりてきます。 

 それからもう１本、交付金の方ですけど、学校施設環境改善交付金、従来、平成22年度まで

は安全・安心な学校づくり交付金として交付されておりましたけど、国の方の事業の見直しに

よりまして名称が新たに変わったものであります。内容といたしましては、危険改築、それか

ら不適格改築ということで、それぞれ学校が授業をすることにふさわしくない、危険な建物で

あるという、よくない環境だということで、この危険改築、それから不適格改築の交付金がさ

れたものであります。 

 もう一つは、太陽光発電の設置ということで、北小学校でも予算を計上させていただきまし
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たけど、今回も同じように大口南小学校でも負担金として申請するものでありますので、よろ

しくお願いいたします。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 子ども手当について、先に質問しますが、年少扶養控除が廃止をされた

ことで、３歳未満については差し引き負担増というような逆転現象が起きたことについては、

これは手直しをしなきゃいけないわけですね。それは年少扶養控除を復活させればいいんで

す。廃止したのを復活させれば、それで３歳未満の方も、子ども手当をもらっても負担増には

ならないということになるんですね。私どもの党はそのように主張していて、１万3,000円の

子ども手当については残せと。さらに上乗せ分の３歳未満についての7,000円分については、

総額2,000億円にもなるんですけれども、名古屋市などもそうですけれども、横浜とか堺市と

か大都市部では何百人、何千人という保育の待機児童が、保育園を何十つくっても間に合わな

いというようなひどい状況があるんですね。そういうものに充てるべきだというふうに考えて

いるわけですけれども。 

 ちなみに大口町でいうと、年少扶養控除が廃止されたことによって子ども手当が支給された

けれども、差し引き負担増になっているというような例というのはつかんでおられるのかどう

なのか。それから、年少扶養控除を廃止したままで7,000円増額を３歳未満児にすると、それ

で全部そうした逆転現象は解消できるということなんだろうというふうに思いますが、そうい

う対象は大口町でどのぐらいおるのかなあというふうに思いますが、いかがでしょうか。 

 あと財政一般ですけれども、大口町の新年度の財政力指数の見込みというのはどの程度にな

るのかということと、臨時財政特例債は交付税算定になるということで、現年度もこの活用を

少ししたわけですけれども、これらの活用については新年度は考えておられないようですけれ

ども、その辺はどういう考え方なのかと、その点だけお尋ねをしておきます。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） 年少扶養控除につきましては、私の認識が間違っておればあ

れなんですけど、22年度の税制改正で、実際には所得税の方は23年分からというふうに認識し

ておりますので、今現在、既に逆転現象が起きておるというのはまだかなというふうに思いま

す。ちなみに３歳未満の子ども手当をもらってみえる子供さんの数は、今実人数で700人強と

いうふうにつかんでおります。以上です。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 田中議員から２点、財政全般について御質問いただきました。 

 まず第１点目、財政力指数でありますが、まだこれは平成23年夏ごろの算定を見ないと全く
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わからないわけですが、ただ22年は1.09だったと思いますけれど、このときに実は法人税が算

定ゼロです。これは過去の精算、それから21年度の還付、４億強の還付があって、法人税ゼロ

の状態で1.09ですので、間違いなくそれよりは上回るであろうということで、その後、数字は

まだ決算が出ないとわからないという状態です。 

 それから、臨時財政特例債につきましては、23年度、今のところは当初予算で見込んでおり

ません。ただ、南小学校全体では10億円の起債を借り入れる予定でおります。この臨時財政特

例債につきましても、23年度は不交付団体についてはこれまでの算出に一定の率を掛けて抑え

込むというお話がありますので、その事務手続等を勘案しまして、また新年度に入ったところ

でこの10億円の割り振り等を考えていきたいということを考えております。 

 なお、今のところなんですが、臨時財政特例債については、借入利率が特例で1.2です。学

校教育債の方は1.8ですので、利率でいきますと0.6％差がありますので、事務手続は多少煩雑

になっても、ある程度の枠があればその時点で検討しながら借り入れも考えていきたいという

ふうに考えております。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 新年度すぐにということではないですけれども、経済の動向、見通しが

大変やりにくい中での話でありますけれども、大口町の財政力指数が1.0を割り込むような可

能性があるとすれば、普通地方交付税を獲得するということに知恵を働かさなければならない

と。そういう場合にこの臨時財政特例債は交付税算定されるわけですので、思い切ってこの活

用を十分注意をしながらやっていくべきだというふうに思いますけれども、とりあえず1.0を

割り込むようなことにはならないわけでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 先ほどお話をいたしましたように、法人税の分がゼロの状態で

1.09ですので、22年の決算見込み等からすれば、そういった数字にはまずならないだろうと。

ただ、国勢調査が実施されまして、その算定になります人口も少し変わってまいります。 

 今、田中議員が御指摘のように、基準財政需要額にこの元利償還分が算入されるということ

ですので、多少でも基準財政需要額を上げておく努力は必要であるかなあというふうには考え

ておりますので、またそういったことも勘案しながら今後進めていきたいと思います。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 固定資産税の２の国有資産等所在市町村交付金についてお伺いします。 
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 これは県営住宅分だと思いますが、３年に１度評価の見直しがあると理解しておりますが、

19年度までが1,529万3,000円、20年から３年間、22年度までが1,521万5,000円で、20年のとき

に一たん下がったんですが、今回23年度は1,533万4,000円とまた上がるわけですが、この積算

根拠についてお伺いいたします。 

 それから、次の６ページの利子割交付金につきましては、19年度・20年度の予算では1,100

万を計上し、決算では1,600万、21年・22年については1,140万の予算に対して21年は1,400万

の決算を計上しております。これは、予算は19・20よりも上がったのに、決算は下がっており

ます。さらに、この23年では1,136万7,000円と予算が下がっております。これについての積算

根拠を教えていただきたいと思います。 

 その下の配当割交付金についても、18年から予算、決算を見ますと、予算がだんだん下がっ

て、決算も下がっておるわけですが、予算と決算の間に相当の開きがある。この辺の見込みの

仕方についてちょっとお伺いいたします。 

 それから８ページの地方交付税で、９ページの方にあります特別交付税1,100万、これにつ

いては災害や特別な事情がある場合に交付されると理解しておりますが、どのような事情があ

って1,100万交付されるのか、お伺いいたします。 

 それから13ページの清掃手数料ですが、可燃ごみ、家庭系収集手数料が、昨年は1,145万計

上しております。ことしは892万で、約250万ほど下がっておりますが、これはごみ減量の効果

と理解してよろしいか、お伺いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） 丹羽議員から、税務課として大きく二つの御質問をいただきまし

た。 

 まず一つは、固定資産税のうち国有資産等所在市町村交付金の件でございます。見直しにつ

いては、議員がおっしゃるとおり３年に１度であります。ところが、昨年度ですけれども、さ

つきケ丘地区におきまして国土調査が実施されました。その結果、課標が変わってきて、数字

が若干変わったということでございます。 

 それから、利子割交付金と配当割交付金について、予算と決算の数字がなかなか一致してい

ないが、どういう積算をしておるんだということでございます。まず、利子割交付金につい

て、その内容を若干説明させていただきますと、利子割の納税義務者というのは、利子等の支

払いを受ける方でございます。実際には金融機関が納付をされるということで、御承知のよう

に20％ございます。国の方が15％で、地方が５％。この５％のうちの１％を事務費で差し引い

て、残りの５分の３を各市町村に交付をするというものでございます。ですので、利子割交付

金につきましては、あまり幅がなく、例年入ってきておろうかと思います。これは年に３回に
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分けて入っております。ことしも８月と12月に既に入ってきておりまして、990万ほどを予定

しております。約例年の７割ということですので、まあまあ予算どおりこれはいけるかなあと

思っております。 

 それから、２点目の質問にあった配当割交付金であります。これにつきましては、個人で上

場株式等の配当を受ける方が納税義務者ということで、実際には証券会社等が納付をしてまい

ります。税率が10％、うち所得税が７％で、地方が３％ということになります。これは23年12

月31日までの特例措置だということになっております。これにつきましては、かなり年によっ

て差がございます。そういう意味で、積算が甘かったりして当初予算と決算がずれているとい

うようなことがあろうかと思います。本年度、22年度も現在２回入ってきておりますが、既に

715万9,000円入ってきております。昨年の決算が586万4,000円ですので、かなり今年度は前年

度に比べるとこの配当割を受けた方が多いということで、予算を組むにも、実は苦慮をしがて

ら組んでいるという状況でございますので、御理解がいただきたいと思います。以上です。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 丹羽議員から特別交付税について御質問をいただきました。 

 平成23年度ですが、特別交付税の交付の基準が、これまでの地方交付税100のうち94％が普

通交付税、６％が特別交付税であったものが、平成23年度は普通交付税が95％、特別交付税が

５％ということで、まず特別交付税の枠が１％落ちます。これは24年度も実施されまして、24

年度は５％が４％になるということで、まず特別交付税の占める割合が落ちるということがま

ず一つ要因としてございます。それから、算定につきましては、ことしの１月議会のときに補

正をお願いいたしまして、22年度につきましては決算見込みが2,600万ほどになっております

けれど、これは特殊要因があったため補正をさせていただきますということで御説明を申し上

げました。平成23年度につきましては、一応いろんな積算根拠が示されておるんですが、この

中で、知事裁量があるということで、県の方へ特別交付税枠として来たものの中から知事裁量

によって割り振られる経費の中に環境に対する費用であるとか、それから児童クラブ等の単独

分の費用であるとか、それから有害鳥獣の駆除、そういったものへの費用等の積算がありま

す。そういったものは例年並みということで、一応1,100万見込んだ形で計上しております。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 丹羽議員さんより御質問いただきました、可燃ご

み、家庭系の収集手数料が1,145万から892万円に落ちているがという質問でございます。これ

につきましては、議員御指摘のとおり、袋が22年度に比べ大をかなり少なくさせていただいて

おります。これは、傾向といたしまして、現在、大袋から小袋へ家庭で使っていただく種類が

シフトしてきております。そういった関係で253万円減額させていただいておりますので、そ
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ういう予算で編成させていただいております。以上でございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） １点だけ伺っておきますが、11ページのところに住宅使用料ということ

で、町営住宅の使用料の滞納繰越分で23万4,000円というのがありますが、これは、実際の滞

納額というのは、本当は幾らなんですか。 

○議長（酒井久和君） 都市整備課長。 

○都市整備課長（渡邊俊次君） 町営住宅の使用料の滞納繰越分ということで、23万4,000円を

計上させていただきました。この件につきましては、実は平成19年12月議会におきまして、町

営住宅の入居者の明け渡し請求に関する訴えの提起ということで、町営植松住宅の住人の方に

対しまして、建物の明け渡し等の請求事件を行いました。この内容につきましては、平成18年

８月以降、本件建物に居住せず、また平成18年７月以降、住宅使用料を支払っていないという

ことで、この内訳が23万4,600円、18年、19年の家賃15ヵ月分でございます。ちなみに、現在、

町営住宅の滞納につきましてはございませんので、お願いいたしたいと思います。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 齊木一三議員。 

○１０番（齊木一三君） ８ページの交通安全対策特別交付金につきましては、交通反則金を原

資として交通安全施設の整備等に使われるというように聞いておりますが、今年度はまたかな

り多くなってきておるように思うんですが、これについて、どうやって計算がされておるのか、

ちょっと１点だけお尋ねします。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 齊木議員から交通安全対策特別交付金について御質問をいただ

きました。 

 議員御指摘のとおり、原資は交通反則金の収入であります。年２回、９月と３月に交付がさ

れております。積算については、今ちょっと持ち合わせをしておりませんので、後ほど回答さ

せていただきます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 以上で、歳入の質疑を終了いたします。 

 続いて、歳出の質疑を行います。 

 款1.議会費及び款2.総務費、予算に関する説明書の30ページから83ページまでです。 

 ありませんか。 
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（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） 57ページの一番上ですけど、交付金、行政区、1,688万9,000円、これに

ついてお伺いをしたいと思います。 

 平成21年６月22日に施行されたまちづくり基本条例の制定がされましたが、その中の11条

に、町の執行機関は地域自治組織の自律性と自主性を尊重し、地域自治を実施するために必要

な権限と財源を地域自治組織にゆだねるとうたわれておりますが、ここ二、三年を見てみまし

ても、条例が制定されてから２年近くたつわけですけど一向にふえておりません。今後はどの

ようにしていかれるつもりなのか、お聞きしたいと思います。 

 それと、同じページの真ん中辺になりますが、15番工事請負費、街灯設置工事費44万3,000

円、これはＬＥＤとお聞きをいたしておりますが、予算の説明書によりますと、防犯灯になっ

ているかと思います。ＬＥＤの新規10基、修理が２基となっています。これは街灯なのか防犯

灯なのか、行政区交付金の中でやっている防犯灯なのか街灯なのか、そのところをお聞きした

いと思っております。防犯灯であるならば、行政区交付金ということになろうかと思います

が、これは防犯灯のＬＥＤ化なのか、お聞きしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） 土田議員さんから２点質問をお受けいたしました。 

 57ページの行政区交付金でございますが、先ほどまちづくり基本条例の権限と財源の移譲に

ついてというようなお話でしたが、この権限と財源の移譲につきましては、まちづくり基本条

例の附則にうたわれている事項でありまして、その移譲につきましては、現在、まちづくりを

考える会というものを平成21年11月に発足いたしまして、その中で、新たな地域自治組織の組

織と制度について、そして、またこの権限と財源の移譲についてということで検討をしていく

ということで現在進めております。それで、昨年の11月ごろと思いましたが、全員協議会でも

まちづくりを考える会の役員さんから中間報告をさせていただきまして、本年の11月ごろには

おおむねその方向性を示していきたいというように報告させていただいたところでありますの

で、この件につきましては、ことしの秋ぐらいまでお待ちいただきたいと思います。 

 それから、15節の街灯設置工事費でございますが、この工事費につきましては、現在、大口

桃花台線にナトリウム灯の設置を進めております。これは国道41号線から大口町に入ってくる、

役場方面へ走行されるについて、大口桃花台線を明るく照らしていこうということでナトリウ

ム灯の設置を進めているものであります。このナトリウム灯の設置２基とＬＥＤ10基を予定し

ております。この10基といいますのは、これも昨年から始めておりますが、行政区境や通学路

で、行政区、地域で設置を検討されないところを、町の方で設置していきたいと考えて予算化
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しておるものであります。 

 以上でございますので、よろしくお願いします。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） まちづくり条例が生きるように今後も努力をしていっていただきたいと

思います。 

 それと、防犯灯の方ですけど、今、全町で防犯灯の数は幾つぐらいあって、それをＬＥＤに

かえていかれる予定、今後どのように予定されているのかをお聞きしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） 町の防犯灯でございますが、昨年の４月１日現在で86基ありま

して、これには先ほども言いましたが、蛍光灯のほかにナトリウム灯もございます。その中で、

この22年度の予算で35基、蛍光灯の防犯灯をＬＥＤの防犯灯に取りかえました。それと、今後

ＬＥＤ化を進めていきますのは、町が設置する防犯灯につきましては、ＬＥＤで毎年10基ずつ

というように考えております。 

 それから、地域にありましても、現在は蛍光灯の防犯灯を設置してお見えですけれども、Ｌ

ＥＤの防犯灯の価格がだんだん安くなってくる、現在そのように聞いております。そういった

もので区長会とかで区長さん方にＬＥＤに切りかえていただくよう勧めていきたいと思ってお

ります。以上でございます。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 先ほど齊木議員から御質問いただきました交通安全対策特別交

付金の積算でありますが、市町村区域内の交通事故発生件数等で算定した額ということで、県

の方から９月、３月に交付決定が参ります。その交付決定には細かな積算が入っておりません

ので、交通事故発生件数を勘案してということで、よろしくお願いしたいと思います。数字に

つきましては、22年度の見込みが580万ですので、平成22年の520万との中間、550万で組まさ

せていただきました。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 土田進議員。 

○８番（土田 進君） 先ほど地区の防犯灯については、地区でかえるようにというお話でした

が、なかなか地区への交付金の範囲内でＬＥＤにかえていくということは、なかなか予算の関

係上進まないと思いますけど、特別予算をつけてやられるとか、そういうことはないでしょう

か。 

○町民安全課長（前田正徳君） 地域で設置いただいております蛍光灯の防犯灯は２万4,000円
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ほどかかるかと、電柱に共架の場合ですが、そのように把握しております。ＬＥＤをつける場

合は、大量につける場合は２万円ほどに安くなる場合がございます。これは、私どもがこの22

年度に取りつけた場合でございますが、安くなりました。しかし、一度に取りかえるのは地区

においては無理があるかなと思います。もう少し様子を見てまいりたいと思います。 

 それと、改めて各地区の方にＬＥＤ化を進めるに当たって何らかの対策ということでありま

すけれども、今のところこうしていきたいというようなことは、財政的な支援でございますが、

そういったことはまだはっきりとは決めておりません。以上でございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 33ページの議員共済会負担金についてお伺いします。 

 さきの全協でも資料をいただいて、その考え方をお聞きしたわけでございますが、国・総務

省では、この制度を廃止する措置を講ずる法案を提出するということで、法案は提出するが、

その必要経費については地方公共団体が公費で負担せよという極めて私は身勝手な考え方じゃ

ないかなと思います。私は、あくまでこれは国が負担すべきだと思いますが、町の方ではどの

ようにお考えでしょうか。まずそれをお伺いしたいと思います。 

 それから、41ページの下の方にあります負担金補助及び交付金、ここにあります地方行財政

調査会東海懇談会、それから社団法人のことだと思いますが、地域問題研究所とありますが、

これはどのような団体か、お伺いします。 

 それから47ページ、これも下の方にありますが、清掃委託料、庁舎日常というのは、21年度

では447万3,000円、22年度が357万3,000円、23年度は201万3,000円と一昨年に比較して半分以

下に減少しております。この庁舎の環境整備ということについてはどのようにお考えなのか、

お伺いします。 

 それから、59ページの上の方にあります交通安全対策推進事業の中の需用費、消耗品費が

100万円計上されております。昨年は私の資料にはありませんでしたのでわかりませんが、21

年度には中学生にヘルメットを配付したということで110万円計上されておりました。23年度

の100万円はどのように使われるのか、お伺いいたします。 

 それから63ページ、コミュニティーバス運行事業につきましては4,600万ほど計上されてお

りますが、運行支援収入468万、広告料収入200万、市町村振興事業補助金が140万、計808万だ

と思いますが、実際にはこれに利用料が見込まれると思いますが、どのくらい利用料を見込ん

でおられるのか、お伺いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） 総務部長。 

○総務部長（小島幹久君） それでは、議員年金共済金について私の方から回答させていただき
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ます。 

 こちらの方は全協でも報告がありましたので、詳細は省略させていただきます。この年金制

度、実は町村合併だとか、あるいは各市町村の議員定数削減という時代の潮流の中で、年金制

度が立ち行かなくなってきたということで、議員さんの掛金と町の方からの公金とで維持され

た制度ですけれども、それが支える人たちの数が大幅に減少してきたということで、年金制度

自体が維持できないということで、掛金を上げ、あるいは公費負担を上げるのか、あるいは受

給額を下げるのか、いろいろ制度改正も今までもされてきたかとは思いますが、全国町村議長

会の方でも各議員さんへアンケートをとったり、あるいは各議会へアンケートをとって、その

結果として制度は廃止するという方向で結論づけられたものであります。ですから、もともと

国の方が負担していた制度ではございません。法律はもちろん国の方でつくっているわけです

けれども、負担自体は現役の議員さんと市町村の税で制度が維持されてきたという経緯があり

ます。その関係で、今後廃止した場合、当然制度がなくなりますので、議員さんたちの負担は

なくなります。そうなると、今まで掛けてきたＯＢの方の年金制度というのはやはり維持せざ

るを得ないということで、その負担はすべて公費ということになってきます。その公費の負担

をどこが負担するかということで、国の方は、当然今まで市町村で負担してきているわけです

から、市町村で責任を持ってくれよと。ただし、交付税で措置はするということで、市町村の

負担というふうで法律を今改正しようとしているところでございます。以上です。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 丹羽議員から２点、負担金について御質問をいただきました。 

 まず東海懇談会、これは任意の組織でありまして、県、それから市町村等が会費を納め、会

を形成しています。これは、ほぼ毎月なんですけれど、著名な方、経済界、行政、さまざまな

んですけれど、そのときそのときの講師をお招きして、そこへ首長以下、そのテーマによって

うちは職員を派遣して、講演を聞いていただいております。 

 また地域問題研究所、これも会費なんですが、社団法人でして、愛知県下東海地区のシンク

タンク、行政ばかりではないんですが、さまざまな調査・計画の取りまとめを行っておる団体

でして、こちらも会費を納めて、ほぼ毎月さまざまな行政テーマで講演会等が開かれており、

これも職員向けにグループウエアで募りまして、そのテーマによって職員を派遣しておるもの

であります。以上です。 

○議長（酒井久和君） 行政課長。 

○行政課長（江口利光君） 庁舎日常清掃業務について御質問をいただきました。 

 庁舎日常清掃業務につきましては、平成22年度の当初予算では、民間の会社に委託をすると

いうことを前提として計上をしておりましたが、コミュニティー・ワークセンターから見積も
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りを徴収しましたところ、民間の会社より低い価格で提示がなされたということで、本年度に

つきましては、コミュニティー・ワークセンターで委託をいたしております。23年度につきま

しても今年度と同様に委託をしてまいりたいと考えておりますので、この部分での予算が減額

となっております。 

 また、庁舎の床清掃につきましては、平成21年度から毎週木曜日に職員が行うこととしてお

りますので、以前と比較をしますと、こうした部分での減額も発生いたしております。以上で

す。 

○議長（酒井久和君） 町民安全課長。 

○町民安全課長（前田正徳君） 59ページの交通安全推進対策事業、需用費のうち消耗品につい

て御質問をいただきました。 

 中学生用のヘルメットにつきましては、法律が改正されたことから、６歳以上13歳未満は義

務づけということもありまして、昨年度からやめております。新年度予定しておりますのは、

のぼり旗、あるいは交通安全県民運動等の啓発用品、それから立て看板、ベストや帽子、そし

て、中学生には自転車の反射材を考えております。以上でございます。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 丹羽議員からコミュニティーバス運行事業の負担金について御

質問をいただきました。 

 23年度に計上しております4,344万7,000円につきましては、本年度の定額経費、これは運賃

収入ゼロの場合でございますけれども、１年間運行するに当たります経費、これを定額経費と

呼んでおりますが、こちらの方で5,437万9,000円が見込まれます。こちらの方から運賃収入見

込み額、月額にしますと91万1,000円の12ヵ月分ということで1,093万2,000円を計上いたしま

して、その部分を引いたもので4,344万7,000円を計上しております。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 議員年金制度の廃止についてはよく理解できましたし、おおむね理解し

ておることでございますが、交付税でまた国から何らか返ってくるということのようですが、

これは正直に言いまして、何でも一緒に入れちゃったらどの部分か、金に色がついておらんも

んでわからんと思うんですが、その辺は明確にしていただけるものでしょうか。また、交付団

体と不交付団体とそういう差が出てくるんではないかと思うんですが、その辺はいかがお考え

でしょうか。 

 それから、コミュニティーバスについてですが、毎年毎年担当者においては御努力をされて、

利用価値も上がり、採算的にもいい結果が出ているんじゃないかというふうに思います。しか
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しながら、これでよしというわけにはいかんだろうと思います。ますます利用促進について検

討していただきたいと思いますが、今、利用促進に当たって何か向上策をお考えかどうかをお

伺いいたします。 

○議長（酒井久和君） 総務部長。 

○総務部長（小島幹久君） 交付税措置についてということで、地方財政計画に当然載せたから

といって、大口町のように不交付団体の場合、保育費についても同じようなことが言えるわけ

ですが、算定基礎には入ってきます。算定の中では明確になっておりますが、交付税がいかん

せん財政力指数１以上で交付税をもらっていない大口町としましては、実際は持ち出しという

ことになろうかと思います。以上です。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 丹羽議員からコミュニティーバスの促進活動についてお尋ねを

いただきました。 

 私どもが運行を始めまして８年が経過をしております。第１ステージというんですか、皆さ

んに御利用をいただく、定着をさせるということについては、まず何とかクリアができたのか

と思っております。ただ、議員御指摘のように、次のステップが大事かと思っております。そ

うした中で、私どももう既に広報等で御案内も差し上げておりますけれども、愛称を募集した

り、住民参加の中、皆さんの中で事業そのものに携わっていただける機会を多く持っていきた

いと考えております。そうしたものを先行して募集をさせていただいております。と申します

のは、これが平成24年にバス事業も10周年を迎えます。町制におきましても50周年という節目

の年を迎えます。そういうものに向けまして、事前にマスコット等キャラクター募集もし、次

のステージに向かって展開をしていきたいと。また、本年度の予算におきましては、環境整備

の一環として老朽化が進んでおりますバス停等の張りかえ等も計画をさせていただいておりま

すので、そうしたところでより皆さんに事業にかかわっていただける取り組みを中心に展開を

していきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） ほかに。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 私も33ページの議員共済会の負担金について質問しますけれども、予算

計上しない自治体がありますよね。要するに、今回のこの問題については、予算計上する自治

体と予算計上しない自治体と二つに分かれたというのが一番のニュースになっているわけです

けれども、今回、予算計上をしなかった自治体については、これは当然国が面倒を見るべきだ

ということで予算計上しなかったということだと思うし、予算計上したということは、これは
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大口町が当然これは負担すべきだというふうに考えての予算計上であるというふうに理解すれ

ばよろしいんでしょうか。 

 それから、この間、いろんな新聞記事でいろいろあるわけですけれども、町長交際費、これ

は41ページにあるわけですけれども、以前と比べると大変減ったわけでありますけれども、何

か小牧市では、町長交際費は廃止したというような記事も私は読みました。いろいろ渡さない

かんものはそれぞれ消耗品だとか、いろいろな部署部署で予算計上をすればいいんじゃないか

ということだと思いますし、飲食を伴う総会等々についてはポケットマネーで払ってもいいん

じゃないかというような解釈だそうですけれども、まだ今のところ大口町では、そういうもの

をポケットマネーで払うことについては、それは寄附行為に当たるのではないかというような、

以前そういう解釈があったというふうに私は記憶しているわけですけれども、それは今も変わ

らないんでしょうか。これは、要するにいろいろ考え方の違いによって、それは寄附行為に当

たるのか当たらんのかということになっていくと思うんですけれども、一方ではそういうもの

については当たらないと、もう一方ではそれは寄附行為になるんだということであるならば、

それはやはり白黒をきちっとつけて、一定の答えを導き出していかなければならない問題では

ないかなあということを私は思いますけれども、そこら辺はいかがなんでしょうか。 

 あと69ページのところに、地方税の電子化協議会で42万8,000円というのがありますけれど

も、これは一体何なのか、また教えてほしいんですけど。 

○議長（酒井久和君） 総務部長。 

○総務部長（小島幹久君） それでは、議員年金制度に関して、今回、大口町の場合は当初予算

に上げたという問題ですけれども、これも先ほど申したように、廃止措置の法令がまだ通って

おりません。ただし、国の方からの文書で、案としては当然市町の負担ということで法律案を

つくっていると。それが、しかも７月分から枯渇するということで、もし法律が通った場合、

当初予算で措置していなければ臨時議会を開いて予算措置をせざるを得ないということになり

ます。ですから、大口町の場合はあらかじめ予算措置だけはさせていただいたと。当然法律が

通ったのが前提になってきます。以上です。 

○議長（酒井久和君） 政策推進課長。 

○政策推進課長（社本 寛君） 吉田正議員から交際費について御質問をいただきました。 

 まず、交際費につきましては、現町長が就任された後、昨年の１月１日付で町長交際費の基

準と、それから公表に関する規程の見直しを行いました。これによりまして、これまでの基準

をさらに厳しい形で取り決めをさせていただいております。これに基づきまして、ホームペー

ジの方で交際費の公表も始めまして、規程をつくりましたのは22年１月１日なんですが、就任

された11月からさかのぼって公表して現在に至っております。会費等の飲食を伴うものについ
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てということでありますが、これも23年１月、２ヵ月前のときからさらに厳しくして、できる

だけ飲食を伴う会についても飲食の御辞退をして、お伺いをしてもごあいさつをさせていただ

いて帰るということで、交際費の支出も行わないということにしておりますが、ただ、対外的

なところで公に準ずるような団体で、町長としてお招きをいただいて、これは大口町を代表し

てということなんですが、個人ではなくてというものにつきましては、どうしても懇親会があ

るんですという話を聞きますと、大体お幾らぐらいですかと聞いて、大体5,000円ぐらいが普

通ですので、そういった形で今支出をさせていただいております。これにつきましても、今こ

れがすべていいかといいますと、そうでもないのかなあという部分も多少ありますので、さら

に運用しながら見直しをしていきたいと思います。 

 先ほど小牧市さんの例のお話がありましたが、町として対外的に必要である部分については、

各部署の消耗品等の費用で支出するのではなくて、やはり交際費として明確な形で支出をして

いくべきではないかということで今のところ考えております。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） 69ページ、上の方になりますけれども、地方税電子化協議会42万

8,000円について御質問をいただきました。そもそもはどういう協議会かということでありま

すが、地方税に係る電子化の推進、それとｅＬＴＡＸの開発及び安定的な運営を目指して、平

成15年８月に任意団体として設立をされて、18年４月に社団法人ということで設立をされてお

ります。平成22年４月１日現在で、全部の地方公共団体が入会をしている会でございます。負

担金につきましては、会費としては２万2,000円で、あとは運営関係が32万1,000円、もろもろ

が入ってこの金額になっております。具体的には、システムの開発・運用が主でございます。

例えば都道府県税に係るシステム、それから市町村税に係るシステム、国税のデータの今連携

を図っております。電算化によって少しでも省力化を図るということで今やっているという協

議会でございますので、御理解をいただきたいと思います。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） よく地方税の改正があるたびに電子計算機のシステム開発だといって、

2,000万だとか3,000万だとかいって、物すごいお金が要りますよね、あれって。僕は思うんで

すけど、あれこそ共同開発すればもっと安く済むんじゃないかなといつも思うんですけど、こ

の地方税の電子化協議会というのにも加入しておるのに、だけど、まだほかに地方税が改正さ

れました、国保税が改正されました、そのたびに何千万、今回はたしか外国人の登録のあれで、

外国人の登録事務というのは事業費としては15万か20万ぐらいの事業でしょう。それなのに

1,000万以上のお金を費やしてシステム開発しなくちゃいけないという予算になっていますよ
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ね、これ。何か本末転倒じゃないですか、これ。電子計算機化すればするほど、何か無駄遣い

をやっているようなふうにしか私には見えないんですけれども、そこら辺はどのように考えて

みえますか。 

○議長（酒井久和君） 税務課長。 

○税務課長（馬場輝彦君） 私の答弁が少し言葉足らずだったのかもしれません。この地方税電

子化協議会というのは、あくまでもインターネット上の電子化でございますので、今、議員が

質問されたシステム改修での計算の方法のシステム改修とはちょっと別のものだというふうに

御理解を賜りたいと思います。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） じゃあ関連するんですけれども、さっきの話なんですけれども、総務部

長が笑ってみえるで、あなたが答えなならんということぐらいはわかっておると思うけど、マ

スクを取られたで、これでゴングが鳴ったのと同じだわね。 

 要するに、何でそういう法律が改正されるたびに電子計算機の開発費というのは物すごくお

金がかかるのか、私は理解できないですよ。こんなものは、国なら国がこういうソフトをやる

で、これでやりなさいよといってくれた方がよほど金がかからんのじゃないですか。韓国か何

かみんなそうらしいですよね、今。だから、地方自治体でそれぞれがそういうものを開発して、

それぞれがやっておるなんてということは、逆に言うと時代おくれじゃないかなというふうに

思うんですよ、無駄だし。それが何でできないのかなあというふうに思うんですけど、そうい

う話し合いというのはやらないんですか。 

 一方で、さっきも補正予算で質問させてもらったけど、電子申請なんて平成22年度でたった

１件しか電子申請をやらないのに、400万も500万も負担金を払わされておる協議会もあるんで

しょう、現実の話として。私はそういうのも早いところ何とかしんといかんのじゃないかなと

いうふうに私思うんですけれども、あわせてもっと電子計算機の開発費というのか、本当の意

味での共同事業化というのか、そういうのが本当にできないんですか、これ。 

○議長（酒井久和君） 総務部長。 

○総務部長（小島幹久君） 御質問の趣旨は十分私どもも理解できるわけです。現実に制度改正

のたびに多額のシステム改修費が要るわけですが、ただ今回、大口町も２年ほど前に新しいシ

ステムに切りかえました。それがいわゆるパッケージ商品ということで、大もとで開発すれば

それを入れかえるだけという形で、そんなに運転コストはかからないかなということで導入は

しましたが、これだけの子ども手当とか外国人登録制度、システムの根幹を変えるような制度

変更、税制の中で一部税率を変えたりとか、控除を変えたりぐらいならいいんですが、システ
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ムの根幹に係る部分の改修となると、やはり多額の費用が要るということが、改めて今回、住

基システムの変更によって感じたわけです。ただ、これは提案説明でもさせていただいたよう

に、１からやるところ、例えば大口町が旧来のシステムを使っておった場合に、業者から１億

請求されても不思議ではないようなシステム改修ということです。今回、2,000万か3,000万程

度で済んでおりますけれども、今回の改修というのは根幹の部分で、その根幹の部分を変える

となるとやはり大変で、業者の方も責任を持ってやる以上、かなり慎重に対応してくれていま

す。ですから、共同で開発するという意味では、役所の中で新しい協議会をつくって全体を統

括するというのは、なかなか制度が微妙なところで減免制度にしろ違いますので、難しいのか

なと。そうした中で、今度図書館も導入しますけれども、システムとしては小さなシステムで

すが、言い方はいろいろあるんですが、クラウドとかＡＳＰとかと言われる、業者さんが電算

センターみたいなところにサーバーを置いて、そこでインターネットでやりとりするというよ

うな仕組みというのは今後どんどんできてくると思います。ですから、施設予約とか制度に変

わりのないような部分については、そういったクラウドとかＡＳＰといったコスト削減を図る

ようなことを考えていきますけど、税とか、今の住基とか、高度な個人情報を扱う場合に、ネ

ット上に流すというのはやはり怖い部分がありますので、もうしばらくこの状態が続くかなと

考えています。 

○議長（酒井久和君） ほかに。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 齊木一三議員。 

○１０番（齊木一三君） ２点ほどちょっとお聞きしたいわけですが、39ページの設計・契約等

適正化事業、13番の委託料の関係ですが、これは新しい項目だと思うんですが、発注者支援業

務委託料、これはどのような業務をされるのか、ちょっとお尋ねをしたいという点と、それか

ら49ページの15番工事請負費、庁舎ということで新しく二つほど上がっておりますが、これに

関連しまして、庁舎の地下、空調機がかなりうなっておるようですが、空調機のそういった体

力とか、そういうあれは入れかえとかはできませんので、どういうような今状況になっている

か、ちょっとお尋ねします。 

○議長（酒井久和君） 行政課長。 

○行政課長（江口利光君） 39ページの発注者支援業務委託料について御質問をいただきました。 

 この委託料につきましては、総合評価落札方式を実施するために、県の総合評価審査委員会

へ評価の基準、あるいは評価項目を審査していただくための委託料でございます。今年度につ

きましては、この委託料につきましては、下水道特別会計の中に既に計上されているものであ

りまして、23年度につきましては、同額をここへ組み替えをしたというものであります。 
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 それから、庁舎の地下の関係でございますが、空調の関係につきましては、随時状況を見な

がら機器等の整備、あるいは入れかえ等を行ってきております。今後も大変重要な部分でござ

いますので、手を加えながら、少しでも長く使用できるように対応してまいりたいと考えてお

りますので、お願いをいたします。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 齊木一三議員。 

○１０番（齊木一三君） 発注者の支援業務委託ということで、県の方で総合評価をやっていた

だくというような今お話ですが、これは、県の方でどうしてもそうやって総合評価を受けない

といかんというようなことが義務づけられておるんですか、その点だけお尋ねします。 

○議長（酒井久和君） 行政課長。 

○行政課長（江口利光君） 審査の基準、あるいは審査項目につきましては、県の審査委員会の

方へ諮るということになっておりますので、計上をさせていただくものでございます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 以上で、款1.議会費、款2.総務費の質疑を終了いたします。 

 会議の途中ですが、15時10分まで休憩といたします。 

（午後 ２時５８分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 休憩を閉じ、会議を再開いたします。 

（午後 ３時１０分）  

 ────────────────────────────────────────────────── 

○議長（酒井久和君） 会議に入る前に、戸籍保険課長から発言を求められておりますので、許

可いたします。 

 戸籍保険課長。 

○戸籍保険課長（掛布賢治君） 午前中の議案第13号 平成22年度大口町国民健康保険特別会計

補正予算の質疑の中で、田中議員さんから質問のありました短期被保険者証、それから資格証

明書の対象となっている被保険者のうちの20代、30代の人数がどれくらいあるかということで

御質問をいただいておりました。これについての御回答をさせていただきます。 

 まず、短期被保険者証の対象者は、全体で２月28日現在の数字ですけれども、209人になり

ます。そのうちの年代10歳刻みごとで御報告させていただきますけれども、10歳未満の方が26

人、10代が33人、20代が20人、30代が20人、40代が33人、50代が32人、60代が41人、70代が４

人でございます。 
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 それから、資格証明書の対象者でございますけれども、合計22人でありますが、そのうち10

代が１人、20代が３人、30代が３人、40代が４人、50代が５人、60代が６人、以上であります。 

○議長（酒井久和君） 続いて、款3.民生費から款5.労働費まで、予算に関する説明書の84ペー

ジから135ページまでです。 

 ありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 89ページ、負担金補助及び交付金の補助金、大口町コミュニティー・ワ

ークセンターの補助金ですが、20年から毎年大幅に削減されてまいりましたが、23年度は逆に

大幅にアップということですが、この辺のところの御説明をお願いいたします。 

 それから、その下にあります介護基盤整備事業4,375万、これの整備内容についてお伺いい

たします。 

 それから109ページ、保育園運営事業で、まず臨時保育士が21年は45名、22年が40名、23年

45名ということでございますが、臨時保育士から成績優秀な人について正規保育士への移行と

いいますか、登用される門戸は開かれておるかどうかということをお伺いしたいと思います。 

 それから、調理員がここでは６人で、その上に調理員報酬、月16万2,000円、これは嘱託に

なるんですかね。このように区分けされたのはどうしてかということをお伺いいたします。 

 次に127ページ、環境保全対策事業の廃棄物減量等推進協議会委員報酬とありますが、この

協議会の構成についてお伺いいたします。 

 それから131ページ、中ほどよりちょっと下の委託料の21番で、有機資源（剪定枝）再生委

託料というのがありますが、22年1,059万1,000円で、剪定枝破砕機を導入されたと思いますが、

その効果についてお伺いいたします。以上です。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 丹羽議員さんより、１点目のコミュニティー・ワークセン

ターについて御質問をいただきました。 

 平成22年度の当初予算は1,350万8,000円で計上させていただいておりましたが、町の方より

職員が事務局長として派遣されたことに伴いまして、人件費分で814万2,000円を６月補正で計

上させていただきまして、2,165万円とさせていただいたところでございます。平成23年度に

おきましては、事業仕分け等で国の補助金が300万ほど減額されたことに伴いまして、コミュ

ニティー・ワークセンターの自社努力による徹底した経費削減等により、当初予算ベースでい

きますと、900万円ほどの増額でございますが、実質的には93万円の増額で2,258万円を計上さ

せていただきました。 
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 続きまして、２点目の介護基盤整備事業につきましての御質問でございます。その内容につ

きましては、地域密着型介護サービス事業を実施するに当たりまして、地域密着型介護施設を

建設するものでございます。そちらの補助金でございますが、内容につきましては、同一敷地

内におきまして同一法人による運営において一貫性がある総合的なサービスを提供する体制の

整備を計画いたします。小規模多機能居宅介護サービスの考え方でもございます、生活できて、

泊まれて、通えて、訪問してくれるというサービスを一貫して提供する方法は非常にすぐれて

いると考えているところでございます。個々の介護サービスを総合的に一体的に整備すること

によりまして、小規模多機能のすぐれている点を持ちながら、小規模多機能の劣っている点を

改善しながら、大口町の住民の皆さんにとって使い勝手のいいサービスとなることを求め、整

備を行ってまいります。具体的には、認知症高齢者グループホーム、認知症対応型デイサービ

ス、それから介護予防拠点という３点を大きくとらえて実施をしてまいりたいということでご

ざいますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） 保育園の臨時保育士の件でございますが、議員さんの方から

優秀な臨時保育士さんにつきましては正規雇用への道があるのかというお話ですが、現在の制

度におきましては、臨時保育士さんで優秀な保育士さんを正規への雇用につながるという制度

はございません。ただし、担任を持っていただく場合には、まず単価面での差、あるいは正規

職員の産休・育休の代替の職員の方につきましては、本来、臨時職員の契約というのは６ヵ月

単位なんですが、１年契約というような形で待遇面で優遇をさせていただいておるという状況

であります。 

 それから、23年度より新たに調理員の嘱託員という形で、３名ほど配置をさせていただきま

す。この理由につきましては、保育園における食の安全の確保、あるいは食育の推進というも

のが最近重要な課題になっております。平成22年度の保育園における調理員の職員体制は、正

規職員１名、それ以外が臨時職員10名という体制で行っております。したがいまして、正規職

員がいる以外の３園については、臨時職員のみの体制になっております。このような状況の改

善につきましては、かつても議会の方で御指摘をいただいた経過もございます。そこで、正規

職員を配置する以外の３園につきまして、調理師資格を持った嘱託員を配置することによって

体制の強化を図っていくというものでございます。以上です。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） ２点ほど質問をいただきました。 

 127ページ、廃棄物減量等推進協議会委員でございますが、ここのメンバーにつきましては、

町内の各種環境団体、それから愛知県の職員、廃棄物担当職員でございます。それから江南丹
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羽環境管理組合の職員、町内にあります環境企業の社員の方に入っていただきまして、年２回

ほど協議を進めております。 

 それから131ページでございますが、有機資源の剪定枝でございます、再生委託料の効果で

ございますが、これにつきましては、昨年チップにする機械を購入させていただきまして、週

３回あの施設を御利用いただけるようにしてございます。そのうちの、平日の主に火曜日と金

曜日なんですが、ワークセンターの社員さんにチップ化していただいております。そのチップ

化したものが、現在個人で取りに来てみえる方もお見えになりまして、御利用いただいている

方もお見えになりますし、そのチップ化したものを業者に買い取っていただいておるという状

況で、昨年まだ入れたばかりですので、まだ数量的にはつかみ切れておりませんが、22年度が

終わりましたら、場所を見て報告するような機会をいただければ幸いかと思います。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 介護基盤整備事業については、この補助というのはどのようになってお

るんでしょうか。先ほど三つの整備内容を御答弁いただきましたが、この補助については全額

補助なのか、それとも半分なのか、その辺のところをちょっとわかれば教えてください。 

 それから、廃棄物減量等推進協議会というのは何名で構成されておるんですか。そのところ

をちょっとお伺いします。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 補正率につきましては100％でございます。 

 それから、先ほど三つの大きな拠点を御説明させていただきましたが、もう少し詳しく説明

をさせていただきますと、認知症対応型通所介護といいまして、これはデイサービスでござい

ます。それから、認知症対応型共同生活介護ということで、これは入所していただくというこ

とになります。それから、特定高齢者の介護予防教室です。小規模通所介護、こちらもデイサ

ービス、それから短期入所生活介護、これはショートステイになってまいりますので、よろし

くお願いいたします。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 廃棄物減量等推進協議会の委員の定数ですが、た

しか15名だったかと思います。現在、２名ほど欠員が出ておりますので、13名で運営しており

ます。以上でございます。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 丹羽勉議員。 

○７番（丹羽 勉君） 今の協議会の構成ですけど、15名で、欠員が２名で13名ということです
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が、ここの委員報酬というのは８人で計上してあります。また、21年、22年のときは11人計上

されておりましたが、この辺はどういうことなんでしょうか、お伺いします。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 現定数で申します。今の現委員の数でございます

が、先ほど13と申し上げましたけれども、11人でございました。11人のうち３名が公務員です

ので、８名分の報償費を組ませていただいております。よろしくお願いいたします。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 89ページ、丹羽議員の方からも質問があって、説明もありましたけれど

も、小規模多機能施設をつくるということであります。今、説明があったように、ショートス

テイなどもやっておるわけですけれども、犬山の「あんきの家」という有名な施設がありまし

て、映画の舞台にもなったんですが、犬山の今井にあります。大口町の方もここでお世話にな

っている方もまだ１人いるかと思いますが、本当に地域密着型なんですね。運営者が地域をよ

く知り、地域となじみ、地域の高齢者をバックアップするという非常に極めて水準の高い意識

を持っている方が運営をしていただくと、すばらしい運営になっていますし、これをつくるに

当たっては、もちろん自治体のバックアップも強烈なものが必要ですし、地域住民にも開かれ

た施設にして、地域住民もこれをバックアップするというような共同作業があって初めてすば

らしい施設に発展していくわけです。ただ、その上で、聞いてみますと、いろんな補助金、多

機能ですから、いろんなことをやるわけですけれども、それを会計監査などがあるもんですか

ら、しょっちゅう報告を求められて、その明細を報告する事務作業等が膨大な量で、何でこん

なに何回もやらないかんかと、そういうことに忙殺されて、本来の業務が大変だというような

声も聞いています。そういう面では、どういう社会福祉法人を選定していくのかということの

基準が一定のものが必要だろうというふうに思いますけれども、この施設運営をやっていただ

く方についてはどういう選定をしていかれるのか。また、バックアップについてはいかように

考えておられるか。ぜひ誘致をしていただきたいというふうに思いますけれども、いかがでし

ょうか。 

 それから、91ページの精神障害者相談支援事業委託料、下段から２番目にありますけれども、

128万4,000円とか、あるいは精神保健福祉士の報酬ということで、職員でない方を何か契約を

して、そういうことに力を入れていただけるようでありますけれども、そこら辺との兼ね合い

で、精神障害を持っている皆さんに対する新しい施策について、どのように新年度は展開をさ

れていかれるのか、お伺いをしたいと思います。 
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 101ページの子育て支援員の養成研修会の講師料、あるいはドアノッキング、こんなふうな

ことで子育て支援も進めていくんだということでありますけれども、どういう内容なのか、御

説明がいただきたいと思います。 

 それから、107ページから109ページにかけての保育士さんの配置の問題です。前から言って

おりますけれども、正職の保育士さんが40人、臨時保育士さんが45人ということで、正規と非

正規の割合が逆転をして固定化してきているんですね。新年度は産休ということで、正規の保

育士さんが育児休業等をとるというような状況も含めて、こういう非正規の保育士さんの方が

多いというような状況の中で、子供たちをきちんと見守り、保育をしていくことに何の支障も

ないのかどうなのか大変心配であります。状況等も含めて御説明がいただければというふうに

思います。 

 123ページで、がん検診委託料がずうっとあります。がん検診は、以前は無料でしたけれど

も、これが有料化になった途端に検診率が低くなったというふうに思うんですけれども、この

がん検診を有料化して町の収入になっている部分がどこかに出ていまして、大した額じゃない

なというふうに思ったんですけれども、費用対効果でいうと、どのようにとらえておられます

か。がん検診を受ける方が少なくなって、がんの死亡率が高まったとかというようなことはな

いんでしょうか。 

 129ページ、塵芥処理費の中の２市２町のごみ焼却処理164万4,000円とあります。いよいよ

２市２町の一部事務組合を立ち上げていかなければならないというような準備だと思いますけ

れども、新処理施設建設候補地の選定の見通しが全然つかないような状況の中で、２市２町の

一部事務組合を事務的につくっていっても、事の本質は解決しないわけであります。江南市長

だけでなく、江南市議会からも犬山を候補地にしたことについての白紙撤回を求めるというよ

うな意見が寄せられているという、これは重大事態だと思うんですね。明らかに江南市と残さ

れた１市２町の意見が対立をしていると。表面化していると。市民にも知らされているという

状況の中で、融和を図りながら新しい視点で一致点を見つけ出さなければ、これは解決をして

いかないと。犬山だ、犬山じゃだめだというような引っ張り合いをいつまでやるつもりなのか。

妥協点を見出すのが広域行政の最も肝心なところでありますし、その点では首長のリーダーシ

ップが問われるところでありますけれども、いかがでしょうか。 

 131ページの外坪地区の生ごみ堆肥化施設等工事費などについてお伺いをいたします。 

 今現在、河北でやっておりますが、今度この外坪地区の生ごみ堆肥化施設等工事費というの

はどういう形でやられるのか、御説明がいただきたいというふうに思います。いわゆる市街化

調整区域の農村部を抱えた地域では、こういうことは可能なのかもわかりません。ですから、

こういうところで進めようと思えば進むわけでありますけれども、しかし、田んぼや畑を抱え
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ているところですから、もともと農業を経営していた兼業農家の方は、畑や田んぼに穴を掘っ

て持っていけばそれでおしまいなのを、わざわざこういうふうに集めて堆肥化事業というのも

不効率な話だなあというふうにも思わないわけではありませんが、市街化区域や住宅密集地で

ほとんど不可能なこういう方向をさらにとっていくべきなのかどうなのか、その根本のところ

を問い直さないといけないんじゃないかなあというふうに危惧をするところでありますけれど

も、いかがでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） 田中議員さんから地域密着型介護サービスとがん検診につ

いて御質問をいただきましたので、お答えをさせていただきます。 

 まず、地域密着型介護サービスの件でございますけど、今月、町のホームページとか、それ

から町内の社会福祉法人、さらには既に私どもの方へ四、五件、この地域密着について御質問

をいただいておりますので、その方々を含め、提案制をしかせていただくということで御案内

をさせていただこうということで、今月事務を進めてまいります。 

 それから、町の考え方といたしましては、サービス利用者と家族の皆さん、それからお友達

等、継続的で良好な関係が保てるような機会の創出や仕組みづくりに努めてまいりたいと考え

ております。 

 それから、地域の一員であるという自覚を持っていただきまして、地域との交流や地域貢献

に努めていただけるように町としても支援をしてまいりたいと考えております。さらには、町

や地域の介護サービス提供事業者や各種団体との良好な関係やネットワークづくりの構築にも

努められるように指導してまいりたいと考えております。 

 さらには、これから計画をさせていただく施設におきましては、地域住民の代表の方とか、

サービス利用の家族の方、そういうメンバーによる事業所運営協議会を設置してまいるように

指導してまいります。それから、地域との良好な関係を構築するために、地域との組織に加入

させていただいて、地域住民の皆さんとの積極的な交流を図ってまいりたいと。そういう面に

ついて、町からも指導、支援をしてまいりたいと考えております。 

 それから、がん検診につきましては、少しずつでございますけど、年々受診率が、有料化に

なってから少しずつでございますが、ふえている状況でございますが、今年度の補正予算でも

がん検診を補正増で認めていただいておりますので、今努力をしている最中でございます。早

期発見、早期治療を目標とさせていただきまして、いろんなところで住民の皆さんにがん検診

の重要性と受診率の向上に努めてまいりたいと考えておりますので、御理解をいただくととも

に、御支援を賜りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 
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○福祉こども課長（天野 浩君） まず、精神障害者の相談支援事業委託料の関係でございます

が、この事業につきましては、かねてより犬山病院を運営しております医療法人の桜桂会が実

施しております、地域活動支援センター「希楽里」というところに委託をしております。事業

の内容につきましては、精神障害者の方が日常生活、あるいは社会生活を営むことができるよ

うに相談に応じたり、あるいは創作的活動や生産活動の機会を提供しておるという内容でござ

います。実は、この委託事業につきましては13自治体、この近隣の５市２町は当然のことなが

ら、一宮、清須、あるいは岐阜県の可児、八百津、ここまでを含めた現在13自治体で共同委託

をしておりまして、この委託料の積算につきましては、利用者割で委託料を払うという形で、

今回、平成22年度に比べまして20万ほど増額になっておりますが、これにつきましては、全体

の利用者数、分母が減りまして、大口町の利用者自体はそんなに変わっておりませんので、そ

の結果として、委託料が20万ほど増額になってきたという内容でございます。 

 それから、精神保健福祉士の嘱託員の関係でございますが、近年における障害者の方のニー

ズといいますのは、多様化あるいは複雑化してきております。それに法制度も毎年のように目

まぐるしく改正をしております。こんなようなニーズ、あるいは制度改正に迅速かつ的確に対

応するために、専門的な知識、あるいは技術を持った職員を配置して、住民サービスの低下を

防ぐという内容でございます。 

 それから、町としての精神障害者の方に対する支援ということですが、今年度も予算措置を

させておりますが、実はおとといもやったんですが、障害者のフォーラムというものを福祉こ

ども課の方で実施しております。来年度につきましては、精神障害者の方を対象にした何かテ

ーマをやっていくとともに、これも昨年度この地域に精神障害者の親の会の大口支部というも

のが立ち上がりました。このような方々と意見交換をしながら、それらの方が求めておるニー

ズに対応できるような支援をしていく所存でございます。 

 次に、ドアノッキング事業でございますが、近年、子育てに悩みまして、家に引きこもりが

ちになってしまうお母様方がふえております。こういった子育て家庭に対して、簡単に言いま

すと、家庭訪問をすることによって、そういった親子が地域から孤立することを防ぐとともに、

地域ぐるみで家庭を見守り、支援をしていくといったことを目的とした事業であります。現在、

類似した事業で健康生きがい課の方で実施していただいております赤ちゃん訪問事業がありま

す。これは４ヵ月までの家庭を訪問するということなんですが、その内容を踏襲しつつ、今の

ところ考えておりますのは、１歳ぐらいまでに３回ぐらい訪問できるような形で、その内容を

グレードアップさせて、支援内容をさらに増強をしていきたいというふうに考えております。

このドアノッキング事業につきましては、今のところ平成24年度の本施行ということで、来年

度は試行ということで、このドアノッキング事業の担い手となる、仮称としておりますけれど
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も子育て支援員さん、そういった方をまず募って、研修をするとともに、意見交換をしながら、

24年度の本施行に向けてどういった形でやるのが一番実効性があるかというのを、平成23年度

に検証していきたいというふうに考えております。以上です。 

○議長（酒井久和君） 保育長。 

○保育長（中野幸子君） 田中議員の保育士の配置について御質問をいただいたと思います。 

 来年度は一応30クラスが正規の職員で受け持つということで、先回、議会でも質問がありま

したように、正規の職員が必ず１組に１人は配置すべきではないかという質問をいただいたの

で、そのように、ことしは役場におりました尾関も現場の方に戻しまして、一応南保育園が７

クラス、中保育園が８クラス、西保育園が９クラス、北保育園が６クラスということで、正規

職員を配置することができました。あとは最低基準に沿って、ゼロ歳児は３人に１名、１・２

歳児は６人に１名という形で、複数担任で残りの臨時職員を配置しました。また、休憩対応も

４園に２人ずつおりますので８人、それから、加配の保育士等も含めて全員で臨時職員が45名、

正規職員が40名でというふうにやります。その中に育児休暇をとっておる職員が６人いますの

で、その６人の代替職員は１年契約で、経験も豊かな非常によく間に合う職員を配置しました

ので、先ほど臨時職員ばかりで心配ではないかというお声をいただいたんですが、大口町統一

の保育カリキュラムをつくったり、平等に研修に行けるように、臨時だから行かないではなく、

職員全体が平等に町の研修、県の研修、いろんなところからの研修に平等に参加できるように、

臨時職員も同じように参加させております。 

 それから、先ほど言いました統一のカリキュラムのほかに、保育士チェックリストという

100項目ぐらいのチェックリストをつくりまして、自分でチェックをして保育の振り返りをし

ながら、その反省をもとにまた次に向かっていくという形で、臨時職員も正規職員も同じよう

にやっておりますので、差のないように努力をしていきますので、どうぞよろしくお願いしま

す。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部長。 

○地域協働部長（近藤定昭君） 私の方からは、田中議員の２市２町の第１小ブロックにつきま

してお話しさせていただきます。 

 先般の全協でもお話しさせていただきましたように、江南市議会からの白紙撤回要望につき

ましては、第１小ブロックといたしまして、現在のままの現有地の候補地で進めていくという

ような意見をつけて、先週、江南市議会の方に報告させていただきました。今、ここでお話が

ありますように、白紙撤回という要望はあるわけでございますけれども、さりとて、そこで具

体的に犬山の候補地をもし白紙撤回した場合、じゃあ次はどこの候補地にするというような具

体的な案が示されるわけでもなく、そういった中では、今のところを安易に白紙撤回した場合、
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次の候補地を選んだ場合、地元の意見、あるいは地域の議会の方から反対意見があったらまた

そこで白紙撤回するのかというような、段階的な事務処理を踏まない中で、ただただ要望に基

づきます白紙撤回というのはいかがなものかというようなことで、２月４日に行われました首

長会の中でもそういった具体策が出されたならばどうだろうというような意見もありましたし、

それで白紙撤回だけの話であれば、候補地は順次変わっていくという中で、この新ごみ処理施

設をつくるに関しまして流浪の旅に出てしまうというようなことで、着地点を見失ってしまう

ようだという意見もありました。そんな中でございますので、今の犬山の候補地におきまして、

犬山市の担当の者も含めまして、順次地元の方と説明会が開けるように進めている段階ではあ

りますので、もう少し見ていただきたいと思いますし、一部事務組合につきましては、候補地

云々というよりも、あくまでも２市２町がそういった新ごみ処理施設をつくっていくと構えた

中で、事務処理をする組合をつくっていくというような建前になりますので、候補地も一つの

要因ではございますけれども、組合をつくることは必須要件ではないということは事前で確認

をされておるというふうに認識しております。 

 ですから、この間、全協でお話しさせていただきましたように、あくまでもこれはめどとい

いますか、目標でございますけれども、６月、９月に各市町の方で規約等を議決いただければ、

平成24年１月１日には組合を設立するというような段取りになるんではないかというようなこ

とでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 田中議員さんの質問に引き続きですが、外坪地区

の生ごみ工事費に関係いたしまして回答させていただきます。 

 実は、外坪の生ごみの堆肥化施設関連の工事費につきましては、この50万、ほとんど配線工

事、電気関係の費用だけを見させていただいております。と申しますのは、今ここで予定して

おりますのが、７月から９月、いわゆる夏場の一番条件の悪いときに外坪地区で実施をさせて

いただく。その条件の悪いところを見ていただく、参加していただくという段取りを今してお

りますので、３ヵ月分の生ごみ堆肥化の実験を外坪地区でしていくということでございます。

これにつきましては、実は昨年の８月から９月に河北のエコステーションを皆さんに見ていた

だいたわけですけれども、外坪区の役員さんにも９月９日に見ていただきまして、生ごみの堆

肥化というよりも、ごみの減量で何かやれることがあるかというような投げかけをいただいた

後、区長さんといろいろと打ち合わせをさせていただきまして、翌10月の外坪の区会へ出席さ

せていただきました。そこでいろんな意見をいただきながら、一遍外坪地区でもアンケートを

してみよということを外坪区の方で考えていただきまして、外坪区の方でアンケートを実施し

ていただきました。その結果に基づきまして、12月に防災訓練が外坪区であったわけですけれ
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ども、このアンケート調査に基づいて可燃ごみを減量していくにはどうしたらいいんだという

提案をさせていただきながら意見交換をした中に、生ごみの堆肥化はひょっとしておれらにも

できるんじゃないかというような御意見をいただいたことによるスタートでございます。 

 議員さんの質問の中にありました外坪地区というのは、農地が結構多いわけですけれども、

その地区から生ごみの堆肥化という意見が出たこと自体、私自身もちょっとあれっと思ったん

ですが、外坪地区の中でそういったことができるんじゃないかという提案をいただいて、今回

取り組む事業でございます。 

 今後でございますけれども、広報の１月号に既に区長名でそのアンケートの結果と、それか

ら12月12日にどういう話し合いをしてどういうふうにしていくんだということを紙にしていた

だいて、協力依頼が区長さん名義で既に出ております。よって３月13日、今度の日曜日なんで

すが、外坪は、巾、郷、松山という３地域に分かれておるわけですけれども、こちらへ区長さ

ん、副区長さんとともに出席させていただきます。生ごみの堆肥化を含めていろいろ提案をい

ただきました。この15節の工事請負費の上に外坪地区シュレッダーという項目があるんですけ

れども、これも区民の方から、どうしてもごみの中にダイレクトメールだとかが入ってしまう

と、それを引き出せば我々のごみが減るんじゃないかというような御意見をいただきました。

効果のほどについては、私ども多少と言うと怒られるんですが、抜けるという自信はあるんで

すけれども、そういった意見も出てくる。いわゆる区の皆さんから出てきたということで、４

月からシュレッダーを置かせていただいて一度やってみる。そうすることによって意識が少し

ずつ変わっていくならというふうに思っておりますし、今後の生ごみの話につきましても、い

ろんな形で生ごみ堆肥化に向かっていくということではなくて、ごみの減量施策に対していろ

いろ住民の方に投げかけしながらいろんな意見を聞いて、今申し上げたシュレッダーの話にし

たって、私どもが考えるにどうかなと思ったような意見が出てくるかと思うんですが、いろい

ろ協力しながら、意見を闘わせながら進めていければごみが減っていくんだろうなというふう

に考えておりますので、よろしくお願いいたします。以上でございます。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 田中一成議員。 

○２番（田中一成君） 一つ質問し忘れましたが、127ページ委託料で、悪臭調査の委託料10万

5,000円を組んでいただいております。豚舎の悪臭などについての苦情があることで、対応も

お願いしているところでありますけれども、そのことについての対応なのかどうなのか、内容

について御説明がしていただきたいというふうに思います。 

 外坪生ごみ堆肥化の工事費についてお伺いしましたけれども、その下に備品購入費でエコス
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テーションの脱臭装置に525万円かけるんだという予算もありますが、この内容についても御

説明がいただきたいと思います。 

 それからもう一つは、保健衛生費の関係で、保健師さんの状況であります。大口町は昔、御

承知のように町立の診療所がありまして、そこで赤ちゃんも昔は産めるというようなことで、

それを廃止した当時、町民の皆さんの保健、健康を維持していくためにということで、30年ぐ

らい前から保健師さんについては正規の保健師さんを５人ぐらいは配置していると。周辺の自

治体に比べると対人口当たりの保健師さんの配置率は非常に高い。そのために、保健師さんが

どんどん地域に出ていくと。高齢者の生活状況、産前・産後のお母さんたちの状況等も含めて

どんどん地域に出ていきながら、町民の健康保持のために御活躍をいただいてきた歴史があり

ますけれども、最近は、県などからの仕事の移譲、こういうことにかなり忙殺をされていて、

保健師さんたちがそういうことで地域に出ていくというような積極的な時間を費やす余裕がな

いようにも見受けられますけれども、今、正規の保健師さんが何人おられて、臨時採用の保健

師さんがどのぐらいおられて、地域に出ていくというような保健師さんの活動については一体

どのような状況まで保障がされているといいますか、事業展開がされているのかと、その点だ

けお伺いをしておきたいと思います。 

○議長（酒井久和君） 地域協働部参事。 

○地域協働部参事兼環境課長（杉本勝広君） 田中議員さんに御質問をいただきました悪臭調査

の委託料10万5,000円に関しましては、今度大口町が取り組んでまいります臭気指数による悪

臭規制、平成24年度中を目途に、西尾張のメンバーで今打ち合わせをしておるんですが、それ

に向けての勉強するための費用でございますので、よろしくお願いしたいと思います。豚舎に

特定したわけではなく、我々職員も勉強していくための費用でございますので、よろしくお願

いしたいと思います。 

 それから、131ページのエコステーションの脱臭装置でございますが、これにつきましては

昨年８月から９月にかけまして、デモで脱臭装置をつけさせていただき、いろんな団体の方、

いろんな方に見ていただきました。述べ160人の方に見ていただきまして、いろいろな御意見

をいただいたわけですけれども、初めて来ていただいた方の感想としては、別にそうにおわん

じゃないのという意見がございましたし、前のにおいを御存じの方については、かなりよくな

ったなという御意見もいただき、効果が実証できましたので、今回、改めて新規でつけさせて

いただくものでございます。 

 さらに、先ほどの臭気とも関連するんですが、この脱臭機を取りつける前の臭気指数と脱臭

機を取りつけた後の臭気指数をはからせていただいております。この臭気指数につきましては、

８月５日の13時05分にはかったものが臭気指数といたしまして27という数字が出ておりました。
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この脱臭装置をつけましたら、９月６日の12時50分、同じような時間ですが、はからせていた

だいたときに14まで激減して効果があらわれておるということでございます。ちなみにこの14

という数字につきましては、臭気指数でいう感覚公害基準と申しますか、そういったもので、

この14という数字は、一般の人が気をつければわかる臭気という基準の中に入ってきておりま

して、今現在、実はこの脱臭装置がとり外されておりまして、御迷惑をかけておる部分もござ

いますが、つければ効果が出るということでございますので、今回、つけさせていただくもの

でございます。以上でございます。よろしくお願いします。 

○議長（酒井久和君） 健康生きがい課長。 

○健康生きがい課長（宇野直樹君） まず保健師の数でございますが、正規保健師につきまして

は６名でございます。昨年12月に１人退職をしておりまして、７名ございましたが、今現在は

６名、その中で３名が産休・育休という最中でございます。この４月に２人復帰をするという

ことになっておりまして、臨時の保健師につきましては２名配置をしていただいておりますの

で、今のところ大口町の規模からいきますと、７名が理想ではないかということを言われてお

るんですが、一応その数字には達しておるという状況でございます。 

 さらに、保健師の役割等、特に地域へ出かけていくということでございますが、いろいろ地

区の方から要請がございまして、健康教育という名目で地域へ出向いております。大屋敷、そ

れからさつきケ丘、中小口、豊田とか、そういったところに出向いて健康教育をさせていただ

いておると。さらには老人クラブからの依頼等もございますので、そこへも学共の方へ出向か

せていただいております。さらに、各地区には健康推進員さんがお見えですので、こちらも各

地区の学共で打ち合わせとか、会議に出させていただいておる状況であります。 

 それから、これは老人クラブさんの主催等でございます高齢者教室、いわゆるさくら大学と

いうのがございまして、そちらの方にも講師として保健師が出向いておるという状況でござい

ます。以上です。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 三つだけ教えてください。 

 障害者福祉に関連するんですけれども、91ページぐらいになるんかなあと思うんですけれど

も、小学校、中学校、子供さんですけれども、例えば登下校、障害のあるお子さんなんですけ

れども、登下校の付き添いに、例えばヘルパーさんに付き添っていただくことというのは可能

なんでしょうか。 

 それから、例えば地域生活支援の施設、大口町でいえば授産施設等々があるわけですけれど
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も、例えばここへの送り迎えに、ヘルパーさんに送り迎えをしてもらう、そういうことという

のはできないんでしょうかね。そこら辺ちょっと聞いてほしいという要望もあって、私聞くん

ですけれども。 

 それからもう一つは、補正予算で聞けばよかったんですけれども、労働費の中の失業対策

費、新年度の予算にもあるんですけれども、実は私の知っている人で、去年、半年間の臨時雇

用ということで雇用された方があるんですけれども、しかしその後、再就職先を探そうという

ことで一生懸命今も探して見えるんですけれども、もう半年以上たつんですが、まだ再就職先

が決まらない、そういう状況があるんです。新年度の予算を見ると、また緊急雇用対策という

のか失業対策というのか、そういう対策事業が盛り込まれているわけですけれども、町として

も、そうした人に手を差し伸べるべきじゃないかなあというふうに私は思うんですけれども、

そこら辺はいかがお考えでしょうか。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） まず移動支援ということで、移動支援につきましては、障害

福祉サービスのうちの地域生活支援事業のメニューの一つになっております。地域生活支援事

業につきましては、それぞれの市町の地域の特性、あるいはニーズによって、各市町の判断で

ある程度柔軟に対応ができるメニューとなっております。現在の大口町の移動支援、実施要綱

を作成して運用しておるわけなんですが、今のところ要綱上は、この移動支援につきまして

は、外出支援というような定義づけをして実施をしております。したがいまして、現段階で

は、今議員がおっしゃるような小中学校への登下校への活用、あるいは授産施設等への通所の

活用は実施されておりません。しかし、近年いろんなニーズがありまして、恒常的にそういっ

たものにこの移動支援を使うということについてはいかがなものかなとは思うんですが、ただ

介護者の方の緊急な病気とか、それから緊急な用事、こういったものが突発的に起きたときま

でも一切だめだよというのは障害者施策としてはどうかなというふうには感じておりますの

で、そういった緊急的なものについては今後少し検討していきたいなというふうには考えてお

りますが、現段階ではそういったものに対応はされておりません。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 吉田正議員から緊急雇用創出事業につきまして御質問をいただ

きました。 

 まず、この制度の趣旨でございますけれども、離職を余儀なくされた非正規労働者、もしく

は中高年者、そういう失業者に対してつなぎというか、一時的な雇用を提供していこうという

趣旨でございますので、まずその１点、御理解がいただきたいということであります。22年度

におきまして、臨時職員として20名、委託関係の中で13名の方を雇用させていただいたという
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ことでございます。ただ、この前提で申しましたように、あくまでもつなぎでございますの

で、これが主の仕事となるんではないという中で、自分の中で休み等をとっていただく中で、

ハローワーク等、今はハローワークに行っても、現場に行かなくてもパソコン等でもアクセス

できますので、そういう中で、次の仕事の準備を進めていただきたいという形の中でこの事業

は展開をしておりますので、御理解がいただきたいと思います。ただ私ども窓口としては、雇

用のあっせんはできませんけれども、就職の相談窓口は随時開いておりますので、そういうと

ころも御利用いただく中で対応していきたいと考えておりますので、御理解をいただきたいと

思います。以上です。 

（挙手する者あり） 

○議長（酒井久和君） 吉田正議員。 

○１番（吉田 正君） 送り迎えにヘルパーさんの利用というのは恒常的にはいかんけれども、

しかし、緊急的なものでは利用が可能だということなんですけれども、例えば養護学校へ通っ

てみえるようなお子さんがあるとしますよね。そうすると、例えば一宮東だとか、一宮養護だ

とかそういうところへ、例えば親が迎えに行けないからということで、かわりに迎えに行って

もらえるサービスをやっているところも実際にありますよね。僕は、一宮東養護を見学させて

もらったときも、親じゃない人がかわりにそういうサービスを使って、一時的に施設が預かる

ような、例えば親が帰ってくるまでの間だとか、そういう中でそういうサービスを使ってみえ

る人もあるんですよね。これは、例えば大口町でもレスパイト事業というのがあるんですけれ

ども、そのレスパイト事業もそこへ連れてこないことには使えないですよね、現実の話とし

て。だけど、親は働いているわけですよ。働かざるを得ないような方ですと、いつもいつもう

ちにおれば、それはいいかもしれませんけれども、そうじゃないですよね。ですから、例えば

レスパイト事業があるんだけれども、そこへじゃあどうやって連れていくんだと。結局自分は

働けないじゃないかということになっちゃうんですよね。いろいろなそういう悩みだとか、そ

ういうお話を私は聞くんですよ、現実の話としてね。扶桑でも、どうもこういうサービスはや

っていないみたいなんだけれども、ぜひ大口町でもやっていただきたいなというふうに思うん

です。 

 障害者のことでもう一ついえば、例えば県の制度であったんだけれども、高校へ進学する障

害児の方に対する支援があるでしょう。月に１万円、入学支度金で１万7,500円という制度が

あったんだけれども、この４月から県の方は切っちゃったじゃないですか。インターネットで

町のいろんな制度が載っておる本があるでしょう。あれにもちゃんとそれが載っているんです

よ。載っているけれども、しかし、この４月からは県の方がなくなっちゃったもんだから、町

の方はどうされるのかしらんけれども、そういう制度をそのまま残すのか、町独自でやられる
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のか、どういうふうなのかそれはわからんけれども、どんどんどんどん障害者の部分というの

は切れられていく方向なんです。これは少数だからこそですよ、これは。こういうことに自治

体がちゃんと光を当てないかんと思うんですよ。少ないからいいということじゃないんです

よ。そういう人たちの声を聞いて、一つ一つそういう人たちの悩みを一緒に解決していくとい

う方向でいかないといかんと思うんですよ。健常者の御家庭はいいですよ。パートでも何でも

働きに行けますけれども、しかし障害のあるお子さんだとか、お子さんということもないね、

もう大人になっちゃっているような人もあるわけですので、そういう御家庭はじゃあ働きに行

けるのかと、まともに。やっぱりそういうことも考えてほしいと思うんですよ、町としても。

そうすると、こういう送り迎えの事業というのはどうしても必要になってくるんですよ。それ

をやってもらわないと、まともに働きに行けないですよ。ぜひそこを理解してほしいんです。

緊急の用事があればじゃないんですよ、これは。これだけ不況になってきて、さっきも話しし

たでしょう。年収がどんどん減っていくんですよ。外へ出て働かないと生活ができなくなって

きているんですよ、御家庭の主婦も。だから、延長保育をやっておる利用者もどんどんふえて

いくわけでしょう、保育園の方でも。40％近い人がもう既に延長保育を利用しているんです

よ。これ障害のある人のところだけは裕福かというと、そんなわけはないんですよ。だから、

こういうところにきちっと光を当てるということが私は必要だと思うんです。ぜひ行っていた

だきたいと思います、これは。利用者があるから、ないからじゃないんですよ、これは。まず

そういう条件をちゃんと整備すれば、必ず利用者は出てくるんですよ。最初からありませんと

言われたら働きに行けないじゃないですか。職安にだって行けないじゃないですか。あんた子

どもさんをどうするのという話になっちゃうんですよ。そこでもう職安の方で、あんたは働け

んねという話になっちゃうんです。大体子供をおんで職安へ行くと、あんた子供さんをどうす

るのという話が必ず出るんですから、これ一緒なんですよ。だから、まずそういう条件整備を

きちっと行っていただくこと、これが本当に大切なんですよ。私はそう思うんです。ぜひそう

いったことも考えていただきたい。ことしじゅうにそういう制度ができれば私はいいなあとい

うふうに思っています。 

 それから、今の緊急雇用創出の関係ですけれども、33人の人を雇ったということですよね、

去年はね。それはそれで大変私はいいことだと思うんですけれども、しかし、例えば職安に行

くと、タッチパネルのパソコンがあるでしょう。あれ時間制限があるんですよ、知っています

か。皆さん、見に行ったことありますか。ちょっとパソコンになれておらんような人だった

ら、あっという間に時間が来ちゃって、はい、次の人って。そういうふうなんですよ。だか

ら、パソコンに精通していない人は仕事を探すのも本当に容易じゃないんですよ。きのうで

も、例えば新聞の折り込みに、求人のやつも入っておったもんで、そういうのを見ておっても



－１３２－ 

そうなんですけど、もう40歳過ぎたらなかなかないですわ、本当の話が。そういう中で、例え

ばパソコンにも精通しておらんような人に、職安に行って、タッチパネルやで簡単やでやって

りゃあと言ったところで、探せずに帰ってこんならんという事例なんていうのは幾らでもある

んですよ、今は。一遍本当に職安に見に行ってほしいですよ、どういう状況なのか。ですか

ら、今現在、本当に次の就職先を探すのに困ってみえる、そういう人がおられるわけですけれ

ども、つなぎということだったわけですけれども、半年つないでいただいて、それはそれでそ

の人も感謝してみえたんですけれども、この間もお見えになって、本当に助かりましたと。あ

と失業保険や何かも多少はもらうことができたんだけれども、しかし、その蓄えももう既にな

くなってきているという状況なんですよ。だから、例えばつなぎで働いたんだけれども、その

次がなかなか就職できないという状況が続いた場合、再びそういうまたつなぎの町の方の緊急

雇用の応募ができるような形もぜひ考えていただきたいんですよ。１回こっきりで、あんたは

もうだめだよということじゃなくて、ちょっとそこも考えていただかないといかんのじゃない

かなというふうに思うんです。その方は収入もないのに、当然、国民健康保険ですわね。国民

健康保険税も滞納しないように一生懸命払っているんですよ、本当に。そういう方が現実に町

内におられるわけですので、ぜひこういう方にも温かい手を差し伸べてほしい、私はそう思う

んですけど、もう一度御答弁ください。 

○議長（酒井久和君） 福祉こども課長。 

○福祉こども課長（天野 浩君） 養護学校への送り迎え、あるいはレスパイト事業への送迎に

ヘルパーをということでございます。この件につきましては、一度当事者の方々などの御意見

とか状況、ニーズ、そういったものを一度把握させていただいて、また検討していきたいなと

いうふうに考えております。 

 それから、議員がおっしゃられました、県の方が平成23年度から障害を持った高校生の奨学

金の廃止、これは既にこちらの方にも情報が入ってきておりますので、当事者の方には速やか

に連絡をさせていただいて、報告はさせていただいております。これについて町の方でという

ことは、一応現段階では、今のところは考えておりませんので、御理解いただきたいと思いま

す。 

○議長（酒井久和君） 地域振興課長。 

○地域振興課長（平岡寿弘君） 吉田議員から運用について御指摘をいただきました。確かに私

どもの御回答の中でパソコンという言葉を出したわけですけれども、やはりそういう部分のも

のはあるということは認識をしております。ただ、私ども窓口も、紙媒体で求人案内等が来て

おりますので、先ほど申しましたように、相談窓口の中で御利用いただければと思っておりま

す。また、制度の運用の中で、私ども23年度も新しいカリキュラムを組んで募集をしていくわ
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けでございますけれども、一つ御理解がいただきたいのは、確かに同一年度の中で継続で６ヵ

月を超えてはできないよというような取り決め等がある場合がありますけれども、新年度にな

ってプログラムが新たになれば、それはそれでエントリーがいただけますものですから、そう

いう中の活用は可能なかと。ですから、制度の中で一つの６ヵ月という足かせがあるもんです

から、それと何回もくどい言い方ですけど、あくまでもこれは主の勤めでなくて、次の職を探

していただくためのその間のつなぎだということで御理解がいただきたいと思います。 

 また、それと私ども町単独の部分の中での限界というものがあるかと思っております。やは

りこれは、県なり国なりセーフティーという意味の中で、やはりそういう制度の構築というの

をしていっていただきたいというのが担当としての願いでもあります。以上です。 

○議長（酒井久和君） ほかにありませんか。 

（発言する者なし） 

○議長（酒井久和君） 以上で、款3.民生費から款5.労働費までの質疑を終了いたします。 

 ────────────────────────────────────────────────── 

    ◎散会の宣告 

○議長（酒井久和君） 質疑の途中ですが、本日の日程はこれをもって終了いたします。 

 引き続き、９日水曜日午前９時30分から本会議を再開し、質疑を行います。 

 本日はこれをもって散会といたします。御苦労さまでございました。 

（午後 ４時２０分）  



－１３４－ 

 


